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はじめに

報告する期間

２０１０年４月１日～２０１１年３月３１日

報告対象の組織

長崎大学の全組織（事務局、各学部、各研究科、熱帯医学研究所、学内共同教育研究施設等、学部等附属教育
研究施設、附属図書館、大学病院、教育学部附属学校園、厚生補導施設等）

報告対象の分野

教育・研究等の大学活動における環境的側面

公表時期

２０１１年９月（次回：２０１２年９月）

公表方法

長崎大学ホームページ

URL: http://www.nagasaki-u.ac.jp/ja/about/disclosure/legal/env2010/index.html
冊子

参考としたガイドライン

環境報告ガイドライン ２００７年版（環境省）

URL: http://www.env.go.jp/policy/report/h19-02/index.html

環境報告書の記載事項等の手引き（環境省）

環境報告書の信頼性を高めるための自己評価の手引き【試行版】（環境省）

主な関連公表資料

長崎大学概要（URL: http://www.nagasaki-u.ac.jp/ja/about/guidance/outline/index.html）

長崎大学共同研究交流センター環境安全マネージメント部門（URL: http://www.jrc.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学 環東シナ海海洋環境資源研究センター（URL: http://www-mri.fish.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学国際連携研究戦略本部（URL: http://www.cicorn.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学 計画・評価本部（URL: http://www.hpe.nagasaki-u.ac.jp/data/index.html）

作成部署・連絡先

長崎大学 施設部 施設企画課
住所：〒８５２‐８５２１ 長崎市文教町１‐１４ Tel．０９５‐８１９‐２１３１ Fax．０９５‐８１９‐２１３３
E-mail shisetsu_kikaku@ml.nagasaki-u.ac.jp

この環境報告書に関するご意見や質問等は、上記部署で受け付けております。

また、回答に関しては、HP上で行う予定です。
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長崎大学は、これまで、大学の知を糾合して環境・

エネルギー問題の解決に寄与することを目標に教育研

究活動にまい進する一方で、教育研究活動によるエネ

ルギー・資源の投入量とCO２・化学物質等の排出量の

最小化に、組織的に取り組んできました。「地域社会

と一体化した大学となるために、環境マネジメントシ

ステムを構築する」ことを宣言し、具体的行動方針と

して、環境保全教育研究活動の推進、環境への負荷の

低減、環境マネジメントシステム構築、および環境報

告書の公表からなる「環境配慮の基本方針」を定め、

環境マネジメントに努力してきました。とくに２００９年

６月に策定した「地球温暖化対策に関する実施計画」

の中で、長崎大学から排出される温室効果ガス排出量

を、２００４年度を基準として原単位面積あたり８％以上

削減する目標を掲げ、再生紙利用、省エネ機器導入、

昼休み消灯、空調温度管理、節水など積極的に取り組

んできました。

しかしながら、２０１０年度の総エネルギー投入量は、

改修建物の移転と新規稼動、データーセンター・先端

計算研究センターの本格稼働及び気候変動によるエネ

ルギーの増加などの要因により、結果として前年度比

で総量としては４．６％及び原単位面積あたり０．６５％の

増加となりました。一方、CO２排出総量は、前年度比

で１．３％増加したものの原単位面積あたりでは２．５％の

減少となりました。減少の要因としては、坂本２団地

ボイラー設備を重油と都市ガスの併用型に更新したこ

と、九州電力�のCO２排出係数が改善されたことがあ
げられます。２００４年度比で見ると、CO２排出総量は

８．２％の増加、原単位面積あたりでは９．６％の減少とな

りました。

また、「省エネ法」の改正に伴い、長崎大学が特定

事業者に指定され、全団地が「中長期的にみて年平均

１％以上のエネルギー消費原単位の低減」を図る努力

義務が課せられました。これに対応するため、新たに

「長崎大学環境・施設マネジメント委員会」を設置し

ました。さらに、「長崎大学エネルギーの使用の合理

化に関する規程」を全面改正し、環境・施設マネジメ

ント委員長をエネルギー管理統括者として任命し、そ

の下に多くの教職員を管理企画推進者、エネルギー管

理員などとして配置して省エネ活動を活性化する体制

を整備しました。

２０１０年度の省エネに関する具体的取組としては、エ

ネルギー効率の悪い冷凍冷蔵庫を１２８台更新すると共

に、事務用の複写機、FAX、プリンターを複合型複写

機に集約し、１５６台更新したことがあげられます。また、

消費電力量の多い体育館、中部講堂などの照明を省エ

ネ型照明器具に更新しました。さらに、省エネ推進員

を対象に学内省エネセミナーを３会場で開催するとと

もに、エネルギー消費が多い坂本団地と文教町２団地

に於いて、学内教職員のPCから常時電力の利用状況

を把握出来るように「電力の見える化」を整備し、教

職員の省エネ活動への積極的参加の促進を図りました。

そして、年度も最終盤を迎えた２０１１年３月１１日、東

日本大震災とそれに続く原発事故いう未曽有の災厄が

この国を襲ってしまいました。東京電力福島第一原子

力発電所において爆発事故が発生し、周辺地域の放射

能汚染とともに、日本の電力供給体制の破綻が強く懸

念される事態となっています。大震災がこの国に及ぼ

したインパクトは極めて重く大きいものでした。とく

に、原子力発電の“安全神話”が根底からくつがえさ

れ、“脱原発”が政治課題化するなか、エネルギーの

供給と消費に対する意識の変革が問答無用に私たちに

つきつけられています。このように、変革が待望され

る時代、困難を克服し未知の領域を切り拓くべき時代

に、大学が担うべき役割は決定的に重要です。新しい

価値観の創造や、創造力あふれる次世代人材の育成と

ともに、環境・エネルギー問題の解決に向けた社会の

リーダーとしての役割が喫緊に問われています。東日

本大震災を経たいま、大学はこれまでの環境・エネル

ギー問題の解決に向けた取り組みを格段に強化し先鋭

化させる必要があります。そのためには、エネルギー

消費に関する教職員の意識を抜本的に変革することの

必要性を痛感しています。

今回の「環境報告書２０１０」が、学生・教職員の関心

を高め環境意識の向上に寄与するとともに、地域の皆

様の長崎大学へのご理解とご支援を賜る契機となれば

幸いです。

２０１１年９月
国立大学法人長崎大学長

片峰 茂

学長緒言（環境報告書２０１０の公表にあたって）

長崎大学長

片峰 茂

学
長
緒
言
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地球環境の保全と人間社会の持続的発展に寄与することは、長崎大学の社会的責務であるという認識に立ち、環

境科学部を擁する総合大学としての特徴を活かした環境保全に関する教育研究活動を推進するとともに、長崎大学

のすべての活動に伴う環境負荷の低減を図ることによって、社会からの要請に応えるため、次の基本方針を定める。

1 あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

2 多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

3 国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相互理解と情報の共有を推進する。

4 産学官連携による環境研究を推進し、その研究成果の社会への還元に努める。

5 環境保全等に関する知識・技術を発信し、地域との連携・コミュニケーションを推進する。

1 エネルギー使用量の抑制、廃棄物の削減、資源のリサイクル等を積極的に推進する。

2 環境関連法規、規制と学内規定等を順守する。

3 環境汚染を予防し、キャンパス内の環境の保全・改善を図る。

２００６年３月２３日

長崎大学長

長崎大学環境配慮の方針

１ 環境の保全に関する教育研究活動を推進する。

２ 学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

３ 大学運営システムの一部としての環境マネージメントシステムを構築し、
定期的に見直すことによって、継続的改善を図る。

４ 環境配慮の方針及び環境配慮等の状況を、本学ホームページ上に公表する
ことによって、本学構成員に周知し環境配慮の意識向上を促すとともに、
社会への説明責任を徹底する。

長
崎
大
学
環
境
配
慮
の
方
針
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長崎大学が誇る特色
平成２２事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間に係る業務の
実績に関する報告書・全体的な状況より引用

大学の理念

長崎に根づく伝統的文化を継承しつつ、豊かな

心を育み、地球の平和を支える科学を創造するこ

とによって、社会の調和的発展に貢献する。

大学の基本的目標

長崎大学は、理念実現のため“地域社会ととも

に歩みつつ、世界にとって不可欠な「知の情報発

信拠点」であり続ける”ことを基本目標として掲

げ、教育・研究の高度化と個性化を推し進めてき

た。新たな中期目標期間においても、この基本目

標を堅持しつつ、進むべき方向性と育成すべき人

材像を明確に設定し、２１世紀の知的基盤社会を

リードする。

長崎大学は

1 熱帯医学・感染症、放射線医療科学を中心に

食糧資源・環境など本学の特色ある教育研究

領域を糾合して「地球と人間の健康と安全」

に資する世界的教育研究拠点となる。

2 研究型の総合大学として、教育研究全般の更

なる高度化、個性化、国際化を図り、インパ

クトある研究成果の創出と研究者の育成によ

り、世界に突出する。

3 学部専門教育と教養教育との有機的結合によ

る学士力の涵養と、大学院教育の実質化によ

り、長崎大学ブランドの高度専門職業人を育

成する。

4 卓越した教育及び研究成果を社会に還元する

ことにより、地域の教育、医療、行政、産業、

経済等の活性化、高度化、国際化に寄与し、

地方分権の原動力となる。

5 アジア、アフリカ等の海外教育研究拠点にお

ける共同研究を推進するとともに、国際貢献・

国際協力を目指す専門家人材育成コースを整

備・充実させ、途上国の持続的発展に貢献す

る。

6 学生の夢と人間力を育み、学生の能力の最大

限の伸長を図るとともに、若手研究者の自立

支援のための環境整備を行い、志と覇気にあ

ふれた若者が集うキャンパスを実現する。

7 点検・評価結果を教育及び研究の改善へ直結

させ、大学運営体制を組織的かつ不断に改革

することで、大学法人の経営基盤を強化する。

1 活動概況

� 全体的な状況
１．国立大学法人長崎大学が目指す方向性
長崎大学は、第２期中期目標の冒頭で“地域社会と

ともに歩みつつ、世界にとって不可欠な「知の情報発
信拠点」であり続ける”との基本目標の下、教育・研
究の高度化と個性化を目指して、７項目の具体的達成
目標を掲げた。（同ページ左側参照）
第２期中期初年度の平成２２年度は、学長のリーダー

シップと学内外の衆知を集めた企画立案体制により、
教育・研究、組織運営改革等の諸課題に従来にまして
スピード感を持って取り組んだ。以下、具体的達成目
標の実現に向けた取組を中心に、平成２２年度の主な成
果を記す。

２．教育研究等の質の向上の状況
「地球と人間の健康と安全」に資する世界的教育研
究拠点形成へ向けた状況（全国共同利用熱帯医学研究
所の状況を含む）
・グローバルCOE（GCOE）：世界的教育研究拠点構
想の中核となる２つのGCOEプログラム「放射線
健康リスク制御国際戦略拠点」と「熱帯病・新興感
染症の地球規模制御戦略」は、５年間の事業期間の
それぞれ４及び３年目に当たり、WHO、IAEA等国
際機関、海外大学との連携を強化しつつ、ほぼ順調
に経緯した。ただ後者に関しては、GCOEプログ
ラム委員会中間評価で、「選択と集中」を更に強化
することを指摘されたため、プログラム推進体制の
見直しを行った。

・全国共同利用・共同研究拠点「熱帯医学研究拠点」：
熱帯医学研究所が平成２２年度から全国共同利用・共
同研究拠点に認定された。それに伴い、委員の半数
以上を学外の学識経験者で構成する「熱帯医学研究
拠点運営協議会」及び共同利用・共同研究の支援を
行う「熱帯医学研究拠点支援室」を設置するなど、
研究所の運営体制を強化した。また、新たに制定さ
れた学長による部局長指名制を適用し、専任の所長

これらの目標の達成に向けて、長崎大学は次の

ような特色ある取組を展開しています。

長崎大学の理念と基本目標 活
動
概
況

NAGASAKI UNIVERSITY 3



を外部から招聘することを決定した。なお、平成２２
年度拠点事業として、共同研究、研究集会など合計
３２課題を実施した。
・福島原発事故に伴う放射線被曝危機管理：事故発生
以来、GCOE「放射線健康リスク制御国際戦略拠点」
の主要メンバーが、原爆ヒバク研究からチェルノブ
イリ原発事故に至る研究の蓄積を生かして、福島県
現地における原発事故後の被曝健康危機管理のリー
ダーとして、世界が注目するきわめて重要な役割を
果たしつつある。

教育研究全般の高度化、個性化、国際化の状況
・重点研究課題の選定：「第二期中期目標期間の重点
研究課題の選定等に関する基本方針」を策定し、世
界トップレベルの水準を目指す学内重点研究課題と
して２つのGCOEプログラムを含む６件を選定し、
学長裁量経費等による重点支援を開始した。そのう
ち、次世代並列コンピュータに関する研究について
は、新産業創出に資する目的で、学内共同教育研究
施設として先端計算研究センターを設置した。

・大型補助金による最先端研究の推進：最先端研究基
盤事業に「新興・再興感染症の克服に向けた研究環
境整備事業」及び「化合物ライブラリーを活用した
創薬等最先端研究・教育基盤の整備事業」の２件が、
最先端・次世代研究開発プログラムに「価格性能比
と消費電力効率を極限まで追求した超並列計算機の
実用化に関する研究」及び「遺伝子改変マウスを用
いた間葉系細胞の腫瘍化メカニズムの解明」の２件
が採択された。

・全国規模及び国際学会主催の推進：本学文教キャン
パスで日本応用物理学会（参加者：６，０００名超）を
成功裡に開催したほか、多くの全国規模及び国際学
会の主催を支援した。特に、本学の教員が開催した
３件の国際学会・国際シンポジウム等を、学内公募
の「国際学会・国際シンポジウム等開催支援事業」
により支援した。

・留学生受入れ推進によるキャンパスの国際化：文部
科学省の日中韓等の大学間交流を通じた高度専門職
業人育成事業に「日中韓の大学間連携による水環境
技術者育成」が採択され、中国、韓国の大学とのコ
ンソーシアムに基づき、両国から毎年１０名の留学生
を受入れ、水環境保全と持続的利用のための高度専
門技術者を育成するプログラムを開始した。また、
留学生の住環境向上のため、民間資金活用方式を採
用した留学生宿舎の新設を行った。これにより、居
室数は８４室増加し、従前の２．１倍となった。同時に、
既設の国際交流会館（西町）を全面的にリニューア
ルし、居室・設備等を整備した。

学士力涵養と大学院教育実質化の状況
・学士教育の再構築：平成２１年度に策定した「長崎大
学教養教育の理念」及び「全学共有学士像」を踏ま
え、平成２２年８月に発出した学長コメント「長崎大
学の教養教育及び学部組織改革について」で、人文
社会系新学部設置、既存学部（教育、経済、環境科
学部）改革、教養教育改革の三位一体の改革の必要
性に言及し、早期に大学としての三位一体改革の大
方針を決定することを明記し、それに基づき全学的
な検討を開始した。

・教育力の改善：全学 FDとして、学生のジェネリッ
クスキル育成に重点を置いたシンポジウム、ワーク
ショップを実施するとともに、これらの研修内容の
ウェブコンテンツ化を図り、オンデマンド配信を開
始した。また、各学部の代表学生で構成する「学生
による教育改善のための協議会」を組織し、教育及
び教育環境に関して学生の意見聴取体制を整備した。

・教育組織の見直し：医歯薬学総合研究科に生命薬科
学専攻修士課程を、同研究科医療科学専攻にリハビ
リテーション科学講座を新設した。同研究科保健学
専攻に専門看護師養成のためのコースを新設し、新
たな教育プログラムを開始した。また、医学部医学
科の入学定員を１５名増員した。さらに、生産科学研
究科を工学研究科及び水産・環境科学総合研究科に
改組し、工学部７学科を１学科６コース制に改組す
ることとし、平成２３年度実施に向けた準備を行った。

・優秀な入学者の確保：広報戦略本部と連携し入試広
報の充実を図った。受験生対象のオープンキャンパ
ス以外に、新たに長崎県内高校の進路指導教諭を対
象としたオープンキャンパス（ラボツアー）を実施
し、前期日程試験の出願直前には長崎と福岡で「入
試直前相談会」を新たに実施した。その結果、前年
度入試倍率が２倍を大きく割り込んだ工学部と薬学
部薬科学科で、今年度はそれぞれ２．１倍、２．８倍と劇
的に改善した。特に工学部は、学部教育組織の抜本
的改組と入試方式の改革断行の効果もあいまって、
６年ぶりに２倍の大台を回復した。

教育・研究成果の社会還元と地域貢献の状況
・東京事務所の開設：本学の教育研究活動の支援、情
報の収集・発信、企業等との連携、同窓生との交流
等により、本学の教育研究の進展、産学官連携の推
進等に資するため、副学長（広報戦略本部長）を所
長とする長崎大学東京事務所を開設した。

・長崎地域産学官連携：本学、長崎県、長崎市、県内
大学及び産業界を構成員とする「長崎“新生”産学
官連携コンソーシアム」（NRC）を発足させ、その
運営会議を本学で毎月開催し、長崎地域の医工連
携・医食連携の推進を企画するなど、長崎地域産学
官の連携を強化した。

・離島地域との連携：平戸市、対馬市、壱岐市、五島
市、小値賀町、新上五島町の各自治体と相互連携を
強化するため包括連携協定を締結した。これに基づ
き、五島市と連携して多様な社会性問題の科学的解
決に向けた提案と人材育成、子育て支援及び子ども
の発育度評価充実を図る「ライフサイクル・バイオ
ロジー創成事業」を発足させた。

・東日本大震災における支援活動：３月１１日の東日本
大震災発生直後に、被災地の支援に全力を尽くすこ
とを機関決定した。翌１２日の災害派遣医療チーム「長
崎大学病院DMAT」の派遣に始まり、１３日には岩
手県釜石近郊の遠野市に長崎大学医療支援拠点の旗
を立てた。１４日には、水産学部の練習船「長崎丸」
が緊急出航し、陸路輸送が全く回復していない段階
で、福島県小名浜港と岩手県宮古港に、満載した長
崎県の支援物資を届けた。そして、ヒバクとそれか
らの復興の経験とヒバク研究の蓄積を有する大学と
して、とりわけ、地震と津波に原発事故が加わり、
最大の困難をかかえる福島県に最大限の支援を行な
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うことを決断し、震災直後のヒバク医療専門家チー
ムの緊急派遣に続き、本学の２名の教授が福島県知
事の放射線健康リスク管理アドバイザーに任命され、
風評被害対策など福島県の危機管理のリーダーとし
て、きわめて重要な役割を果たした。また大学病院
の多くの教職員が原発周辺地域の巡回診療に従事し
た。これまでに延べ１００名近い本学教職員が被災地
に赴き支援活動に従事した。

途上国における共同研究及び国際貢献人材育成の状況
・長崎大学アフリカ拠点：既設の熱帯医学研究所ケニ
ア研究拠点との有機的連携のもと、全学体制でアフ
リカにおける教育・研究の拡大と学際化を推進する
ため、ケニアに長崎大学アフリカ海外教育研究拠点
を新たに設置した。その最初の取組として、学長裁
量で新たに「海外拠点での戦略的共同研究支援事
業」を立ち上げ、水産学及び歯学領域における２件
のケニアでの共同研究プロジェクトを開始した。

・国際貢献人材の育成：保健医療分野の国際貢献人材
育成のため３年前に設置した国際健康開発研究科
（MPH）の第２期生が修了したが、これまでの修
了生１７名中１３名がWHO、JICA、国際協力NGOな
どに職を得、多くがアフリカ、アジア、中米に赴任
して現場での国際協力活動に従事している。また、
開発途上国の保健医療人材の育成を行う JICA第三
回研修コース“地域保健システム強化”を受託し、
途上国人材７名の研修を長崎県下で１ヶ月にわたり
行った。

・海外拠点研究プロジェクト：既設のケニア、ベトナ
ム、ベラルーシ拠点に、新たに事務職員を常駐赴任
させるなど、各拠点の強化を図った。また、科学技
術振興機構の地球規模課題対応国際科学技術協力プ
ログラムに「ケニアにおける重要アルボウイルス感
染症に対する簡易迅速診断手法の開発とそのアウト
ブレーク警戒システムの構築」が採択され、ケニア
における熱帯医学研究の新たな展望が拓かれた。

学生と若手研究者の活性化に向けた状況
・学習環境等の充実：「学務情報システム」を本格稼
働させ、Webによる履修登録、シラバス参照、教
員の成績入力、学生自身の成績確認を可能とすると
ともに、各種掲示板機能等により、学生の学習環境
を格段に向上させた。また、学生の語学力向上に取
り組み、文教地区に導入した「語学教育支援（CALL）
システム」の積極的な活用を図るとともに、２４時間
アクセス可能な語学学習 e-ラーニングプログラム
の運用を開始した。また、受験料を支援して、１年
生全員に国際的な英語学力テスト（G-TELP）を実
施した。

・学生の就職支援の充実：「就職情報総合支援システ
ム」を本格稼働させ、求人企業の検索・エントリー、
就職何でも相談、学内ガイダンス・企業説明会への
予約等が学内・学外のPC及び携帯電話から利用可
能となり、学生への情報提供の量と質、利便性を向
上させた。

・若手研究者支援：熱帯医学研究所と環東シナ海海洋
環境資源研究センターの新任助教を全てテニュア・
トラック（TT）として雇用するなど、TT制度の定
着と拡大を図った。TT制度の成果として、最先端・

次世代研究開発プログラムに、本学の TT助教１名
と TTを終了しテニュアを取得した准教授１名が選
出された。さらに、外部資金獲得の可能性が高い若
手研究を支援するため、学長裁量経費により、新た
に「チャレンジ支援事業」を開始した。

附属病院、附属学校の状況
・大学病院の経営基盤の強化：病院予算を独立させた
メリットを活かし、設備投資、人的投資を適時に行
うとともに、一時金の支給等の医師の処遇改善にも
取り組んだ。これらの取組により、新入院患者が昨
年度と比較して増加し、手術件数の増、平均在院日
数の減につながり、昨年度より約２１億円（前年比
１０．９％）の稼働額の増となった。また、医療従事者
への更なる処遇改善に取り組み、診療従事手当、緊
急診療手当、分娩手当、専門看護師等手当、血液透
析業務手当を新設し、平成２３年度から支給すること
を決定した。このように増収益を教職員の待遇改善
や労働環境の整備などに投じることで、病院は見違
えるほど活性化され、ポジティブ・フィードバック
のサイクルが回り始めた。

・附属学校の新たな運営体制の構築：教育学部附属学
校・幼稚園の新たな運営体制を構築し、専任の校長
及び園長を置くとともに、附属学校長・園長、附属
学校担当副学部長等で構成する附属学校運営協議会
を設置した。さらに、附属学校長及び附属幼稚園長
を教育学部教授会の構成員とした。

３．業務運営・財務内容等の状況
大学運営体制の強化・改善の状況
・役員懇談会：役員会の月１回の定例開催に加え、役
員懇談会を月３回開催することにより、役員会を中
心として法人運営に関する諸課題に迅速に対応する
体制を構築した。

・学長による部局長の指名：長崎大学部局長選考規則
改正により、学長が特に必要があると認めるときは
学長が部局長を指名することができることとし、次
期熱帯医学研究所長を指名した。また、それ以外の
部局長には就任後早期の教育研究評議会での運営方
針表明を義務づけた。

・学長室の企画・立案機能：重要な懸案については、
学長室に案件ごとに学外有識者を含むワーキング・
グループ（WG）を設置し、そこでの企画立案に基
づき実施計画を策定する体制で臨んだ。平成２２年度
は、生産科学研究科改組、全学教育改革、核兵器廃
絶研究センター（仮称）設置、BSL４施設設置、キャ
ンパス・マスタープラン策定、新学部設置、事務職
員人事システム等改善、事務組織改革の８つのWG
で検討が進んだ。特に生産科学研究科改組、教養教
育及び学部組織改革、事務組織改革、キャンパス環
境整備などの基本方針について、学長への答申を
行った。

・経営協議会の実質化：教育研究評議会に加え、新た
に役員会及び経営協議会の議事要録をホームページ
で学内外に公開した。また、経営協議会における意
見の大学運営への反映状況を役員懇談会等で精査し、
意見への取組状況をホームページで公開した。

・学内情報共有：全学的な情報共有を進めるため、学
長コメント、年頭所感をホームページに掲載し、重
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要課題に対する学長の方針を示した。また、学長及
び理事が全部局の教授会に出向き、重要課題につい
て意見交換を行った。

・事務組織改革：事務効率化PT等により、事務組織
の改編等の検討を行い、事務組織改革の案を取りま
とめ、学長に提案した。さらに、この提案を踏まえ、
事務組織改革検討WGにおいて検討を行い、「長崎
大学事務改革の基本理念」を策定した。

・新しい教員の個人評価：従来の教員個々の自己評価
を基に行う評価を廃止し、新たな評価手法として教
員個人業績データベースを構築し、教員個人の教育、
研究、社会貢献、大学運営等の諸活動に関するデー
タをホームページで学内外に公開した。さらに、デー
タベースへのデータの入力を要件とする教員の人事
評価を開始した。

情報発信の強化・充実の状況
・広報戦略本部の新設：本学の広報戦略の策定とその
実施を担う学長直轄組織として、広報分野で豊富な
経験を有する専門家２名を招聘し、広報戦略本部を
設置した。同本部は、大学公式ホームページをリ
ニューアルし、日経BPマーケティングによる「全
国大学サイトユーザビリティ調査」において第９位
（前年度１４９位）との評価を得た。また、寺島実郎
氏の監修によるリレー講座「世界の構造転換と日本
の進路」を地元新聞社と連携して６回開催（９月～
１２月）し、延べ２，８２０名の市民、本学関係者の参加
を得た。さらに、熱帯医学研究所主催の感染症など
に関する理解を深めるための市民公開講座（７回）
開催等、様々な戦略的広報を主導した。

・リポジトリNAOSITE からの情報発信：長崎大学の
リポジトリNAOSITE の登録件数が１８，０００件を、累
積ダウンロード数が５００万件を、それぞれ超えて、
平成２３年１月の「世界機関リポジトリランキング」
では、国内３位、世界２６位にランクされた。

・本学の貴重資料の社会への公開、提供：長崎歴史文
化博物館と共催で、「幕末長崎古写真展‐龍馬と彦
馬、維新のまなざし」（４月～６月）を開催し、入
場者数は２４，０４８名にのぼった。この他にも、各催し
に古写真やグラバー図譜等を出展し、東京、京都、
高知、長崎を巡回した「NHK大河ドラマ特別展『龍
馬伝』」の展示にも協力した。

重点的かつ効果的予算配分
・間接経費の有効利用による予算の戦略的・機動的運
用：平成２２年度の当初予算配分において、大学運営
経費と外部資金による間接経費の一元的運用を図り、
間接経費（全学共通経費分）を大学高度化推進経費
等に組み入れ、公募プロジェクト経費、奨学金等支
援経費、学長裁量経費など、重点事業推進に向けた
戦略的・機動的予算配分を行った。

・学生の学習・生活環境等の改善：第１１回学生生活調
査や学生代表と学長との懇談会等での学生からの意
見、要望等により、グラウンドの芝生化、各施設の
トイレ改修やバリアフリー化、体育館照明改修や中
部講堂の空調・照明改修等の営繕工事を実施し学
習・生活環境の改善を図った。また、文教地区動物
実験施設の空調設備の更新、工学部のサイエンス＆
テクノラボ棟新営、附属幼稚園の改修、附属特別支

援学校体育館トイレ改修などにより、教育・研究環
境も改善した。これらを合わせて予算額約５億５，０００
万円の学内施設整備を行った。

その他
・地球温暖化・省エネルギー対策：省エネ法の改正を
踏まえ、「環境・施設マネジメント委員会」を新設
し、全学のエネルギー使用の合理化に関する中長期
計画書を策定した。また、旧型の一般冷蔵庫、冷凍
庫１２９台の更新を行い、合計約１６．０３t（推計）のCO
２削減を図るとともに、夏場の節電対策として６月
から５ヶ月間の軽装の励行、５日間の「ノーマイカー
デー」の実施などの対策を行った。さらに、グリー
ン ICT化の導入スケジュールを策定し、一部先行
してサーバーの集約に着手した。

・附属練習船の共同利用の推進：資産の有効活用のた
め附属練習船の共同利用を推進し、単位互換制度に
基づく他大学学生の乗船実習を行い、海洋観測を目
的とする他大学教員・学生等の受入れを行った。ま
た、平成２３年度の運航計画に際し、国公私立大学等
を対象に共同利用の公募を行った。これらの実績を
踏まえ、文部科学省の「教育関係共同利用拠点」の
認定の申請を行い、平成２３年度から教育関係全国共
同利用拠点として認定された。

・複写機等の包括契約：複写機等の賃貸借契約及び保
守契約を、従来の機器一台ごとの入札から、単一の
相手方との複数年契約に変更し、「長崎大学総合複
写運用支援サービス」契約を行った。これにより、
スケールメリットを活かした管理的経費の削減と事
務の効率化・簡素化が図られ、年４，５００万円程度の
経費削減を見込むことができる。

４．総括と展望
第２期中期の初年度にあたり、学長のリーダーシッ

プに基づく大学運営を強化すべく、学長室の企画立案
機能の充実を図るとともに、他の国立大学では例がな
い学長による部局長の指名制度を導入した。そして、
大学を取り巻く状況が厳しさを増すなか、中期目標・
中期計画の遂行に向け様々な懸案と取り組み、ほぼ順
調に第２期中期のスタートをきったといえる。特筆す
べき成果としては、２年前に組織改革を行った大学病
院が２年連続で１０％を超える増収益を達成し目に見え
て病院教職員が活性化したこと、学部改組とカリキュ
ラム改革を断行した工学部の入試倍率が大幅に改善し
たこと、新設の広報戦略本部が機能し地域と社会にお
ける本学の存在感が著しく向上したこと等があげられ
る。また、東日本大震災後の支援活動を通して、「危
機に強い、現場に強い、行動する大学」としての本学
の個性を再確認し、その個性の推進が本学が今後進む
べき途であることを確信できたことも、大きな成果で
あった。
平成２３年度は、学長室にて検討中の課題を中心に、

山積する諸懸案に対処し所期の目標の達成に向けて着
実に前進したい。とりわけ、教養教育改革、経済学部・
教育学部・環境科学部の改革、それと連動した文系新
学部の創出の三位一体の学士教育改革は、２１世紀に本
学が総合大学としての展望を拓くために必須のもので
あると考えており、最重点課題である。
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�上記の数値の詳細は、平成２２年度長崎大学概要をご覧ください。
http://www.nagasaki-u.ac.jp/ja/about/guidance/outline/file/h２２gaiyo.PDF

役員・職員数

役員 教育職員
その他
の職員 合計

学長 理事 監事 教授 准
教授 講師 助教 助手 教諭 計

１ ６１（１）３０９２５８ ８５４０３ ４ ９０１，１４９１，４８３２，６４０

役員・職員数 平成２２年５月１日

学生数 平成２２年５月１日

大学院（現員数）

修士・博士前期課程 博士・博士後期課程

１年次２年次３年次 計 １年次２年次 ３年次４年次 計

３６１ ３６３ ２ ７２６ １４２ １４０ １８４ １９９ ６６５

学部（現員数）

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次 ６年次 計

１，６９６ １，６８９ １，７７２ ２，１４７ ２０１ １４９ ７，６５４

※監事（１）は、非常勤役員で外数
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機　構　図�

（平成22年7月1日）�

学務情報推進室�
総務企画課�
人事企画課�
人事管理課�
研究企画課�
国際交流課�
財務課�
経理課�
調達課�
教育支援課�
学生支援課�
入試課�
施設企画課�
施設整備課�
施設管理課�
情報企画課�
学術情報管理課�
学術情報サービス課�
�

附属教育実践総合センター�
附属小学校�
附属中学校�
附属特別支援学校�
附属幼稚園�

医学研究科（平成１４年度から募集停止）�

附属練習船鶴洋丸�
附属練習船長崎丸�

附属原爆後障害医療研究施設�
附属薬用植物園�

附属アジア・アフリカ感染症研究施設�
附属熱帯性病原体感染動物実験施設�
附属熱帯医学ミュージアム�

保健・医療推進センター�
先導生命科学研究支援センター�
情報メディア基盤センター�
共同研究交流センター�
生涯学習教育研究センター�
留学生センター�
大学教育機能開発センター�
アドミッションセンター�
環東シナ海海洋環境資源研究センター�
先端計算研究センター�
心の教育総合支援センター（時限設置）�
やってみゅーでスク（時限設置）�
男女共同参画推進センター（時限設置）�

計画・評価本部�

国際連携研究戦略本部�

知的財産本部�

広報戦略本部�

監査室�

経営企画課�
総務課�
調達管理課�
医事課�
患者サービス課�

総務課�
学務課�
学術協力課�
歯学系事務室�
薬学系事務室�

総務部�
�
�
研究国際部�
�
財務部�
�
�
学生支援部�
�
�
施設部�
�
�
学術情報部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

学 長 選 考 会 議 �

事 務 局 �

教 育 学 部 �

経 済 学 部 �

水 産 学 部 �

生産科学研究科�

国際健康開発研究科�

熱帯医学研究所�

医歯薬学総合研究科�

環境科学部�

病　　　　院�

医学分館�
経済学部分館�

附属図書館�

医 学 部 �

歯 学 部 �

薬 学 部 �

工 学 部 �

教育学研究科�

経済学研究科�

学 長 �

役 員 会 �

理事（6）�

経 営 協 議 会 �

教育研究評議会�

監事（2）�
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N

長�

崎�

本�

線�

佐世保市�
Sasebo City

佐世保線�
Sasebo Line
早岐�
Haiki

長崎空港�
Nagasaki Airport�

�

時津�Togitsu

長崎市�
Nagasaki City

Nagasaki Peninsula野母�
Nomo

長�
崎�

半�
島�

大村市�

嬉野�
Ureshino

Omura Line

Omura City

佐　賀　県�
Saga Prefecture

諫早市�
Isahaya City

千々石湾�
Chiziwa Bay

小浜�
Obama

加津佐�
Kazusa

礫石原�
Kureishibaru

島原鉄道�
Shimabara Railway

島原市�
Shimabara�
City

雲仙国立公園�
Unzen National Park

大 村 湾 �
Omura Bay

西 彼 杵 半 島 �
Nishisonogi Peninsula

大�

村�

線�

1
2

3

4

N

西町�
Nishi machi

諏訪神社�
Suwa Shrine

ながさき�

片渕�
Katafuchi

うらかみ�
Urakami Station

県庁�
Prefectural�
Government

赤迫�
Akasako

浦上水源池�
Urakami Reservoir

大学前�
University Mae

浜口町�
Hamaguchi

大学病院前�
University Hospital Mae

△�

金比羅山�
Mt. Konpira

西山水源池�
Nishiyama Reservoir

長崎駅�
Nagasaki�
Station

石橋�
Ishibashi

至茂木�
To Mogi

思案橋�
Shianbashi

諏訪神社前�
Suwa Shrine�
Mae 至諫早�

To Isahaya

蛍茶屋�
Hotarujaya

至戸町�
To Tomachi

長　　崎　　港�
Nagasaki Port

長
与�

N
agayo

至
時
津 To Togitsu

5

7

6

8

9

10

11

市役所�
Municipal�
Government

にしうらかみ�
Nishiurakami

●１ 臨海研修所
Seaside Training Center

●２ 環東シナ海海洋環境資源研究センター
Institute for East China Sea Research

●３ 野母崎研究施設
Nomozaki Research Laboratory

●４ 九州地区国立大学島原共同研修センター
Shimabara Joint Training Center for National Universities in Kyushu
Area

●５ 教育学部附属幼稚園，附属小学校，附属中学校
Kindergarten, Elementary School, Lower Secondary School

●６ 教育学部附属特別支援学校
School for Children with Special Education Needs

●７ 知的財産本部，監査室，学務情報推進室，事務局，
教育学部，附属教育実践総合センター，薬学部，
工学部，環境科学部，水産学部，附属図書館，
生産科学研究科，医歯薬学総合研究科（薬学系），
附属薬用植物園，保健・医療推進センター，
情報メディア基盤センター，共同研究交流センター，
生涯学習教育研究センター，留学生センター，
大学教育機能開発センター，
アドミッションセンター，
心の教育総合支援センター，やってみゅーでスク
Intellectual Property Center, Audit Office, Student Affairs Information
Promotion Office, Administration Bureau, Faculty of Education,
Center for Education Research and Training，School of Pharmaceutical
Sciences，Faculty of Engineering, Faculty of Environmental Studies,
Faculty of Fisheries, Central Library, Graduate School of Science and
Technology, Graduate School of Biomedical Sciences (Pharmaceutical
Sciences), Medicinal Plant Garden, Center for Health and Community
Medicine, Information Media Center, Joint Research Center,
Education and Research Center for Life-long Learning, International
Student Center, Research and Development Center for Higher
Education, Admission Center, Center for Total Human Education and
Child Welfare, Yattemyu Desk

●８ 国際交流会館
International House

●９ 国際連携研究戦略本部，医学部（医学科），
熱帯医学研究所，医歯薬学総合研究科（医学系），
国際健康開発研究科，附属原爆後障害医療研究施設，
先導生命科学研究支援センター，
附属図書館（医学分館）
Center for International Collaborative Research
School of Medicine (School of Medical Sciences)
Institute of Tropical Medicine
Graduate School of Biomedical Sciences (Medical Sciences)
Graduate School of International Health Development
Atomic Bomb Disease Institute
Center for Frontier Life Sciences
Medical Library

●１０ 病院，歯学部，
医歯薬学総合研究科（保健学系・歯学系），
医学部（保健学科）
University Hospital, School of Dentistry, Graduate School of Bio-
medical Sciences (Health Sciences・Dental Sciences), School of
Medicine (School of Health Sciences)

●１１ 経済学部，附属図書館（経済学部分館）
Faculty of Economics, Economics Library

長崎大学位置図 Location Map 活
動
概
況

NAGASAKI UNIVERSITY 9



2 環境配慮の方針と実績の要約

環境配慮の方針
項 目

平成２２年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

１．環境の安全に関する教育研究活動を推進する。

環境教育活動

1あらゆる専門分野から環境
問題への教育研究を進め、
環境配慮に貢献できる人材
を育成する。

（教育学部）
○五島市生活環境課主催の「こども海ごみフォーラム２０１０イン五島」のイベントに中西研
究室が協力した。
○教育学部のカリキュラムに３年次生を対象とした「環境教育」を設け、自然環境、社会
環境、文化環境に関心を持ち、環境に対する人の役割を明確にし、環境保全へ積極的に
働きかける人を育成することを目的とした環境教育の重要性を明確に理解できる人材育
成を行った。
○学校における地球温暖化防止活動とエネルギー環境教育の推進を支援するため、学校に
おける光熱水量調査を実施し、教育委員会等と連携した教員研修会が２件実施された。
○環境配慮に関連する卒業論文３件が提出された。
○附属中学校との共同研究「ランプシェードの製作が地球温暖化防止活動に与える影響」
が実施された。
○本学教員と地域企業等が協力して運営する長崎大学エネルギー環境教育研究会が中心と
なり、小・中学校等でのエネルギー環境教育の実践研究を行うと共に、その成果を日本
エネルギー環境教育学会第５回全国大会で発表した。また、大学生を対象とした環境研
究として、エコクッキングや原子力に関する教育研究が実施された。
（環境科学部）
○環境科学部の教育目的により環境教育を継続的に実施している。
○環境科学部講義において、廃棄物の再生・処理の際に環境にやさしいかどうかは、すべ
ての工程における影響を積算する必要があることを伝えた。
○小学校４年生の社会科の時間を活用して、「ごみ分別授業」を実施した。
○長崎県庁と協力して、環境マネジメントの内部監査員養成のための研修会を開催した。
（水産学部）
○教育内容の学際化、高度化及び国際化を推進し、安全・環境及び倫理等の内容を含む多
様な授業科目の充実を図った。
（共同研究交流センター）
○大学から排出される実験廃液の管理状況の理解を促すため、工学部応用化学科の学生を
対象に実験廃液処理施設の見学会を実施した。
○共同研究交流センターの機器利用者を対象に、環境配慮に係わる諸注意を含む機器利用
者講習会を開催した。
（大学教育機能開発センター）
○新入生オリエンテーションにおける環境に対する意識の伝達及び学生便覧への掲載を実
施した。
○全学教育科目における環境に対する教育の科目の授業を実施した。
（生涯学習教育センター）
○公開講座「環境問題を考える」を実施した。

環境研究活動

2多様な専門分野が連携した
環境研究を遂行する。

（工学部）
○廃石膏ボードの熱処理によりリサイクルされる「再生石膏」の中性固化材としての特長
を活かした、地盤改良材の開発を行っている。平成２２年度は次のとおりの研究テーマで
取り組んだ。
�再生石膏・PS灰混合固化材を添加した改良土の力学的・化学的特性の評価
�再生石膏中性固化材とフライアッシュの地盤改良材による強度発現の検証
�再生石膏を中心とした混合固化材による改良土の乾湿繰返しによる強度変化
○長崎大学第２期中期目標・中期計画の重点研究課題として「次世代エネルギー物質科学
の基盤構築」をスタートし、CO２削減に向けた先端研究および若手研究者育成を進めて
いる。
○GCOM-C衛星に搭載されるSGLI センサを用いた、火災検知アルゴリズムおよび地表
面温度推定アルゴリズムの開発を行った。
（環境科学部）
○大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生物影響評価を実施した。

環
境
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環境配慮の方針
項 目

平成２２年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

○ドイツの環境倫理に関連する研究発表を行い、また論文としてまとめ、公刊した。
○都市における音環境の調査・研究を実施した。

国際連携活動

3国際的環境研究・教育への
協力、環境問題の相互理解
と情報の共有を推進する。

（経済学部）
○アジア経済研究所、中国経済研究会等の会員となり、開発途上地域に関する出版物、中
国経済に関する各種調査資料及びアジアの政治経済のデータベース利用などの提供を受
け、積極的に情報収集を行なうとともに、第６回アジア金融市場国際カンファレンスを
開催した。
（環境科学部）
○大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生物影響評価を実施した。
○都市部河口域の人由来の化学物質汚染と野生生物の影響調査を実施した。
（生産科学研究科）
○「日中韓の大学間連携による水環境技術者育成－水環境保全と持続的利用を支える技術
の東アジアへの展開」を実施した。
（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○第７回東シナ海の水生生物の繁殖に関する国際会議を開催した。
○中国上海海洋大学・韓国済州大学校と連携した海洋温暖化および環境ホルモン汚染の実
態調査を実施した。

産学官連携活動

4産学官連携による環境研究
を推進し、その研究成果の
社会への還元に努める。

（教育学部）
○お茶、稲等の生産管理にかかわる、親自然型で非破壊的な調査法としての、リモートセ
ンシング手法による共同研究を実施した。
（工学部）
○NEDOグリーンネットワーク・システム技術研究開発（グリーン IT）プロジェクト「デー
タセンターの電源システムと最適直流化技術の開発」研究を実施し、情報通信システム
の省エネに貢献している。
○NEDO委託事業や企業との共同研究において、次世代自動車等に応用可能な高性能蓄
電材料の開発を行い、成果を挙げている。
○２０００年初頭から運用が開始された地球観測衛星 TERRAに搭載されているASTERセン
サの観測データから、大気効果、地形効果を除去し地表面反射率を推定するアルゴリズ
ムを開発し、産業技術総合研究所（AIST）が運用するGEOGRID に実装する。
○平成２０年４月に工学部内に発足した TDK寄附講座（エネルギーエレクトロニクス学講
座）は、パワーエレクトロニクス技術を利用して各種電気電子情報機器の省エネルギー
化を図る要素技術を研究・開発することを目的に研究活動している。
○下水処理場の放流水を利用した低落差マイクロ水力発電の設計と有効利用の検討を実施
した。

地域連携活動

5環境保全等に関する知識・
技術を発信し、地域との連
携・コミュニケーションを
推進する。

（教育学部）
○長崎市の平和町の商店街を活性化させるための会合、浦上教会等の施設を利用するなど
の平和的なものをアピールしながら街づくりができないか、地域連携を図った。
○地域における環境負荷低減活動への推進のための支援活動として、行政機関や企業と連
携した教育活動を実施すると共に、環境保全等に関する知識・技術を教員研修等を通じ
て提供した。
（環境科学部）
○学部内に設置の環境教育研究マネジメントセンターは、雲仙Eキャンレッジプログラ
ムや、自治体が主催する地域教育に係るプログラムの策定等をおこない、地域連携活動
を推進した。
○小浜温泉エネルギー活用推進プロジェクトに参画した。
○第１回長崎県高校生・大学生環境会議を開催した。
○長崎市が主催する長崎伝習所内に長崎ESTステークホルダー会議塾を立ち上げ、一般
市民の参加の下で、長崎市における持続可能な交通に関する知識・情報を提供し、様々
な議論を重ねた。また、その成果を提言書にまとめ公表した。
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環境配慮の方針
項 目

平成２２年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（共同研究交流センター）
○共同研究交流センターでは、地域の人材育成事業（「長崎県長崎・島原地域産業活性化
人材養成等支援事業」）の一環として、長崎県等と共同で環境分析技術研修を行った。

２．学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

1エネルギー使用量の抑制、
廃棄物の削減、資源のリサ
イクル等を積極的に推進す
る。

（教育学部）
○長崎市と大学の規則に従い、廃品・廃液処理を実施した。
○附属幼稚園にてボイラーの運転が中止となり、エアコン使用となったが、太陽光発電が
設置され電気料金の削減を図った。また、エアコンの使用に当たっては、毎日の気温・
湿度の測定に務め、省エネに対する意識高揚を図った。
○附属幼稚園の改修工事に伴い、ホール及びトイレの照明スイッチを人感センサーに交換
し、消費電力削減を図った。
○勤務時間外の電力の使用を抑制した。
（経済学部）
○事務局より配布された省エネの励行を促すポスターを各所に掲示することで教職員や学
生への啓発を行なった。
冷暖房などについては、教室などでの無駄な使用を控え、またスイッチを切るように教
職員で気を付けている。
片淵総合教育研究棟１階の IT サロン・交流プラザの照明を人感センサータイプに更新
した。
また学務係内に本館、新館の空調機をコントロールできるコントロールパネルを新設し
た。
（医学部）
○古紙の回収による資源のリサイクルの実施
（環境科学部）
○「長崎大学環境科学部 学生・環境報告書２０１１」を作成した。
○省エネを励行した。
○本館玄関扉に「冷暖房効率化の為、必ず閉めて下さい。」の注意書きを掲示した。
（水産学部）
○エレベーター使用の制限、建物内外にある不用品の処分を行った。
（病院）
○本館 I工区改修工事に伴い、高効率変圧器の採用により省エネを図った。
○LED照明器具の採用により節電を図った。
○各棟トイレの照明器具を人感センサー方式に変更し、節電を図った。
○東日本大震災に関連し、節電対策のため病棟・診療棟の屋上サイン、南側４床室、スタッ
フステーションおよび本館１階ホール等の照明間引きを実施した。また、病棟・診療棟、
本館の診療に支障のない時間帯においてエレベーターを休止した。
○毎月の電気・ガス・重油の使用量について増減表に示し、コメントを載せて各部署へ配
布し、またイントラネットおよびHPに掲載することにより光熱水費の低減を図った。
○冷房、暖房期の運転スケジュール表を各部署に配布およびイントラネットへの掲載によ
り周知徹底させ、省エネ意識の高揚を図った。
（情報メディア基盤センター）
○本センターの利用者（学生及び教職員）に対してコピー用紙利用枚数削減について引き
続き周知の推進を図った。
○書類のペーパーレス化を引き続き推進した。
○リサイクル・リユース体制を整備した。
○照明機器の省エネ化を図った。
（共同研究交流センター）
○共同研究交流センター環境安全マネージメント部門において、実験廃液の削減や不明廃
液の発生防止等を呼びかけた。
○省エネルギーに取り組んだ。
（留学生センター）
○研究室を離れる際や昼休み等における照明の消灯。
○クーラー等を極力使用しない。使用時は設定温度に気を付けた。
○夏季の軽装（クールビズ）を行った。
○両面コピーの推進及びミスコピー用紙の積極的活用を励行した。
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環境配慮の方針
項 目

平成２２年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（総務部）
○夏季における連続休暇取得の促進
（財務部）
○クールビズ、ウォームビズ等の実施
○昼休み及び時間外の消灯
○両面コピー等の徹底
○鉄屑、古紙、パソコン等の売り払い等取りまとめ
○会計伝票の省略化
○古紙の範囲の拡大を図った。

2環境関連法規、規制と学内
規定等を順守する。

（環境科学部）
○ISO１４００１環境科学部環境管理マニュアルに定める環境方針に基づき活動した。
（水産学部）
○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）
を遵守し、化管法に基づく調査報告（PRTR制度）を行った。
（共同研究交流センター）
○共同研究交流センター環境安全マネージメント部門において「PRTR法」へ対応し、調
査結果は「環境報告書」等で公表した。
○共同研究交流センター環境安全マネージメント部門において、学内からの排水を定期的
にチェックし、基準値を超えないように改善対策を依頼するとともに、必要に応じて対
策の相談に応じた。
（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）
を遵守し、化管法に基づく調査報告（PRTR制度）を行った。
（財務部）
○契約時及び支払い時における照査の実施

3環境汚染を予防し、キャン
パス内の環境の保全・改善
を図る。

（経済学部）
○片淵キャンパス構内においては、指定喫煙場所以外では禁煙とし、掲示により周知を図っ
ている。また喫煙場所を１箇所減らし、非喫煙者に配慮した喫煙場所を設置した。
（医学部）
○キャンパス内の環境改善（医学部敷地内での全面禁煙を実施）
（水産学部）
○実験排水槽PH検出器保守点検の実施
（共同研究交流センター）
○共同研究交流センター環境安全マネージメント部門において、学内の実験廃液の分別貯
留の徹底を図った。
（総務部）
○夏季における軽装の励行
（財務部）
○契約時における環境保全・改善事項等の反映

３．大学運営システムの一部
としての環境マネジメン
トシステムを構築し、定
期的に見直すことによっ
て、継続的改善を図る。

環境配慮の方針を具体的に実現する全学的組織体制の中枢となる委員会について環境委員
会を拡充する形で各部局の長を委員とする環境・施設マネジメント委員会を設置し、また
適切なエネルギーの使用の合理化に資することを目的として新たにエネルギー管理体制組
織を構築した。

４．環境配慮の方針及び環境
配慮等の状況を、本学
ホームページ上に公表す
ることによって、本学構
成員に周知し環境配慮の
意識向上を促すとともに、
社会への説明責任を徹底
する。

環境配慮の方針に基づいた取組を「環境報告書２００９」にまとめ、本学ホームページに公表
し、意識啓発を図った。
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長崎大学環境マネジメントシステム�

大学運営方針�

年
度
実
績
報
告
書�

中
期
目
標
・
中
期
計
画
・
年
度
計
画�

Action（見直しと改善）�

◆環境マネジメントシステム�
の見直しと継続的改善�

Check（結果の点検）�

◆活動実績の点検と評価�

Plan （計画の立案）�

◆環境配慮の方針を実現するための�
具体的計画の立案�

Do （計画の実行）�

◆環境配慮の方針を実現するため�
の取組み�

環境配慮の方針�

環境コミュニケーション�

環境報告書�

3 環境マネジメントシステム

長崎大学は、１９９７年、当時の国立大学の中で最初に
文理融合型の教育と研究を行う環境科学部を設立しま
した。次いで、２００２年に、大学院環境科学研究科が発
足し、さらに、２００４年には、大学院生産科学研究科（博
士前期・後期課程）へ移行することによって、環境科
学の教育・研究体制の充実に努めてきました。また、
環境科学部では、２００３年３月には、環境マネジメント
システムの国際規格である「ISO１４００１」を認証取得
するなど、早くから、環境に配慮した教育研究活動を
継続して行っています。
さらに、２００４年３月には、長崎大学環境保全センター

（現在、産学官連携戦略本部・共同研究支援部門・環
境安全支援室）を中心に、６つの学内共同研究施設が
一体となって、「ISO１４００１」認証を取得しました。こ
のように、長崎大学は、現在まで、総合的に地球環境
問題を捉え、積極的な教育研究を進めることによって、
環境に配慮する姿勢を示してきました。
２００５年（平成１７年）３月に、国立大学法人長崎大学
は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の
環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配
慮促進法）」における特定事業所の指定を受けたこと
によって、平成１７年度からの環境報告書の公表が義務
づけられました。すでに、長崎大学中期目標には、「環
境マネジメントシステム」を構築すると謳っており、
環境配慮促進法の制定によって、この中期目標の達成
をより明確に、より早急に行う必要が生じました。そ
こでまず、本学の計画と評価を担当する計画評価本部
に置かれた８つの専門部に、新たに、環境専門部を加

えた体制によって、大学全体の環境配慮の方針の策定、
環境マネジメントシステムの基盤作りを進めました。
環境専門部で作案された長崎大学環境配慮の方針原

案については、学長を本部長とする計画・評価本部会
議で審議・了承されたのち、平成１８年３月２２日の教育
研究評議会で、審議・了承され、ホームページ上に、
公表されています。また、環境配慮の方針を具体的に
実現する全学的組織体制の中枢となる環境委員会に関
しても、平成１８年度中にその原案が策定され、平成１９
年度には、全学委員会として設置され、更にエネルギー
の使用の合理化に関する法律が改正されたことに伴い、
長崎大学におけるエネルギーの使用の合理化を推進す
ることを目的として長崎大学環境委員会と長崎大学財
務委員会の専門部会である長崎大学施設マネジメント
専門部会を統合する形で各部局の長を委員とする環
境・施設マネジメント委員会を平成２２年度に設置しま
した。このことによって、環境配慮の取組みの組織体
制が強化整備されたことになりますが、今後、長崎大
学の環境マネジメントシステムをより確実なものにす
るために、すでに、ISO１４００１を認証取得した２つの
サイト（環境科学部と産学官連携戦略本部・共同研究
支援部門・環境安全支援室を中心とする４つの学内共
同利用施設）が、大きな力となることが期待されてい
ます。
なお、環境科学部は２回の更新審査を経て、平成２１

年４月から自己宣言へ移行しています。同時に、独自
のEMSに移行した長崎県庁と共に合同研修会等を実
施して、双方のEMSの充実を図っています。
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病院　省エネ推進責任者�坂本２団地�

医歯薬学総合研究科（医学系）　省エネ推進責任者�

医歯薬学総合研究科（歯学系）　省エネ推進責任者�

病院　省エネ推進員�

医歯薬学総合研究科（医学系）　省エネ推進員�

医歯薬学総合研究科（歯学系）　省エネ推進員�

医歯薬学総合研究科（医学系）　省エネ推進責任者�坂本1団地�

附属原爆後障害医学研究施設　省エネ推進責任者�

先導生命科学研究支援センター　省エネ推進責任者�

医歯薬学総合研究科（医学系）　省エネ推進員�

附属原爆後障害医学研究施設　省エネ推進員�

先導生命科学研究支援センター　省エネ推進員�

経済学部及び経済学研究科　省エネ推進責任者�

附属幼・小・中学校、特別支援学校　省エネ推進責任者�

附属環東シナ海環境資源研究センター　省エネ推進責任者�

経済学部及び経済学研究科　省エネ推進員�

附属幼・小・中学校、特別支援学校　省エネ推進員�

附属環東シナ海環境資源研究センター　省エネ推進員�

島原共同研修センター　省エネ推進責任者�

省エネ推進責任者　:　省エネルギー推進責任者　　�
省エネ推進員　　　：　省エネルギー推進員�
�

島原共同研修センター　省エネ推進員�

教育学部及び教育学研究科　省エネ推進責任者�文教町２団地�

医歯薬学総合研究科（薬学系）　省エネ推進責任者�

工学部及び工学研究科　省エネ推進責任者�

環境科学部及び水産・環境科学総合研究科（環）　省エネ推進責任者�

水産学部及び水産・環境科学総合研究科（水）　省エネ推進責任者�

共同研究交流センター　他各センター含む　　省エネ推進責任者�

附属図書館　省エネ推進責任者�

事務局　省エネ推進責任者�

教育学部及び教育学研究科　省エネ推進員�

医歯薬学総合研究科（薬学系）　省エネ推進員�

工学部及び工学研究科　省エネ推進員�

環境科学部及び水産・環境科学総合研究科（環）省エネ推進員�

水産学部及び水産・環境科学総合研究科（水）　省エネ推進員�

共同研究交流センター　他各センター含む　省エネ推進員�

附属図書館　省エネ推進員�

事務局　省エネ推進員�

エネルギー管理企画推進者�

委員長（副学長）�
エネルギー管理統括者�

�

学　　　長�
最高責任者�

�

環境・施設マネジメント委員会�

長崎大学における環境マネジメントの組織体制 環
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１９９７年１０月 長崎大学環境科学部は国立大学において
最初の文理融合学部として発足

２００２年４月 大学院環境科学研究科発足

２００３年３月 環境科学部 ISO１４００１認証取得

２００４年３月 環境保全センターが中心となって、学内
共同利用６施設が ISO１４００１を認証を取
得

２００４年４月 大学院環境科学研究科を大学院生産科学
研究科（博士前期・後期課程）へ移行

２００４年１２月 地域共同研究センター、機器分析セン
ター、環境保全センターの機能を統合し、
「共同研究交流センター」を新設

２００５年４月 学長を中心として、環境配慮促進法の理
解を進め、長崎大学としての対応を、継
続して協議する。

２００５年７月 全学での環境配慮促進法に対する共通認
識と全構成員の協力を得るため、連絡調
整会議の場において、説明を行う。

２００５年１０月 計画・評価本部会議において、長崎大学
の環境マネジメントシステムについて協
議し、計画・評価本部内に、「環境専門
部」を設置し、体制の整備を進めること
を決定する。

２００５年１１月 第２３回教育研究評議会において、計画・
評価本部規則の一部改正（「環境専門部」
の設置）について審議し、了承される。

２００５年１１月 長崎大学計画・評価本部規則の一部を改
正する規則（平成１７年１１月２５日規則第４３
号）の制定

２００５年１２月 計画・評価本部環境専門部が発足し、第
１回計画・評価本部環境専門部会議を開
催する。（議題：長崎大学年度計画・環
境配慮の方針、環境マネジメントシステ
ムについて）

２００６年２月 第２回計画・評価本部環境専門部会議を
開催し、環境配慮の方針・環境マネジメ
ントシステム推進のための組織体制等に
ついて協議する。

２００６年３月 計画・評価本部会議において、長崎大学
環境配慮の方針（案）を審議し了承される。

第２７回教育研究評議会において、長崎大
学環境配慮の方針（案）を審議し了承さ
れる。

環境配慮の方針の制定 （３月２３日）

環境配慮の方針の公表 （３月２８日）

２００６年６月 平成１８年度第１回計画・評価本部環境専
門部会において、長崎大学環境委員会に
ついて協議される。

２００６年９月 連絡調整会議及び第３５回教育研究評議会
において環境報告書原案が報告される。

２００６年９月 環境報告書２００５Webによる公表

２００６年１０月 第３６回教育研究評議会において長崎大学
環境委員会について審議、了承される。

２００７年１月 計画・評価本部環境専門部において平成
１９年度計画（環境関係）について協議さ
れ了承される。

２００７年３月 第１回環境委員会を開催する。（議題：
環境配慮促進法への対応の経過と今後の
予定、環境報告書作成に係るデータ収集
について）

２００７年４月 ２００４年３月に取得した ISO１４００１を学内
共同利用４施設が更新した。

２００７年５月 第２回環境委員会開催
議題１：環境配慮に係る平成１８年度実績

について
議題２：環境配慮に係る平成１９年度計画

について

２００７年９月 第３回環境委員会開催
議題：２００６年度環境報告書について

２００７年９月 環境報告書２００６公表
２００７年１０月 第２２回経営協議会において環境報告書

２００６について報告される。

２００７年１０月 第４回環境委員会開催
議題１：２００６年度環境報告書について
議題２：長崎大学エネルギーの使用の合

理化に関する規程の制定につい
て

議題３：長崎大学環境委員会規則の一部
改正について

２００７年１１月 第８６回役員会において「長崎大学エネル
ギーの使用の合理化に関する規程の制
定」及び「長崎大学環境委員会規則の一
部改正」について審議し、了承される。

２００７年１１月 第４０回連絡調整会議において「長崎大学
エネルギーの使用の合理化に関する規程
の制定」及び「長崎大学環境委員会規則
の一部改正」について報告される。

２００８年４月 第５回環境委員会開催
議題１：平成１９年度環境配慮に係る実績

について
議題２：平成２０年度環境配慮の計画につ

いて
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議題３：地球温暖化対策に関する計画の
策定について

２００８年６月 第６回環境委員会開催
議題１：平成１９年度環境配慮に係る実績

について
議題２：長崎大学地球温暖化対策に関す

る実施計画について
議題３：環境対策等啓発キャンペーンポ

スター募集について
報告１：ノーマイカーデー運動への協力

について

２００８年７月 役員懇談会において長崎大学地球温暖化
対策に関する実施計画について審議され
る。

２００８年９月 第４８回連絡調整会議において環境報告書
２００７について審議され、長崎大学地球温
暖化対策に関する実施計画について報告
される。

２００８年９月 第７回環境委員会開催
議題１：２００７年度環境報告書について

２００８年９月 環境報告書２００７公表

２００８年１０月 第２９回経営協議会において環境報告書
２００７について報告される。

２００９年１月 環境対策等啓発キャンペーンポスター
「エコポスター２００８」の表彰式を挙行

２００９年７月 第８回環境委員会開催
議題１：平成２０年度環境配慮に係る実績

について
議題２：平成２１年度環境配慮の計画につ

いて
議題３：地球温暖化対策に関する計画に

ついて
報告１：ノーマイカーデー運動への協力

及び「クールアース・デー」に
向けた取組等について

２００９年９月 環境報告書２００８公表

２００９年１１月 第９回環境委員会開催
議題１：長崎大学環境アクションプラン

（仮称）の制定について
議題２：長崎大学におけるエネルギーの

使用の合理化に関する規程改正
について

議題３：長崎大学冷暖房細則（仮称）の
制定について

報告１：平成２１年度上半期エネルギー消
費動向について

２０１０年２月 長崎大学環境マネージメントセミナー開
催

２０１０年７月 平成２２年度第１回環境委員会開催
議題１：平成２１年度環境報告書の作成に

ついて

議題２：平成２２年度環境報告書の作成の
ための資料について

議題３：長崎大学施設マネジメント専門
部会及び長崎大学環境委員会を
整理統合し、新たに「長崎大学
環境・施設マネジメント委員
会」を設置することについて

議題４：長崎大学におけるエネルギーの
使用の合理化に関する規程改正
について

報告１：ノーマイカーデー運動への協力
について

２０１０年９月 第１回環境・施設マネジメント委員会開催
議題１：委員会における３つの専門部会

について
議題２：共用校舎の取り扱い及びオープ

ンラボの使用願いについて
議題３：省エネ法改正に伴うエネルギー

管理体制について
議題４：環境報告書について

２０１０年９月 環境報告書２００９公表

２０１０年１０月 第２回環境・施設マネジメント委員会開催
議題１：長崎大学環境・施設マネジメン

ト委員会専門部会規程について
議題２：長崎大学におけるエネルギーの

使用の合理化に関する運用要領
について

議題３：中長期計画について
報告１：「ながさきエコライフフェス

タ」への協力依頼について

２０１０年１１月 第３回環境・施設マネジメント委員会開催
議題１：省エネ法に基づく中長期計画に

ついて
議題２：長崎大学におけるエネルギーの

使用の合理化に関する運用要領
（案）について

報告１：「平成２２年度県下一斉ノーマイ
カーデー運動」への協力依頼に
ついて

２０１１年２月 第４回環境・施設マネジメント委員会開催
議題１：長崎大学環境報告書編集会議に

関する申合せ（案）及び環境報
告書編集員の選任について

２０１１年３月 第５回環境・施設マネジメント委員会開催
議題１：平成２３年度教育研究共用スペー

ス（オープンラボ）の使用者の
公募状況について

議題２：施設整備年次計画について
議題３：環境対策について
報告１：キャンパスマスタープランWG

の検討経過について
報告２：環境報告書編集委員について
報告３：省エネ推進員、省エネ推進員連

絡会構成委員について

２０１１年３月 長崎大学環境マネジメントセミナー開催
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長崎大学環境・施設マネジメント委員会規則
平成１８年１０月２７日

規則第４２号
（趣旨）
第１条 この規則は、国立大学法人長崎大学基本規則（平成１６年規則第１号）第２９条第２項の規定に基づき、
長崎大学（以下「本学」という。）における環境・施設マネジメントに関する重要な事項を審議するため、本
学に設置する長崎大学環境・施設マネジメント委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営等に関し必要
な事項を定めるものとする。
（審議事項）
第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。
� 環境マネジメントシステムの推進に関する事項
� 環境に関する教育・訓練に関する事項
� 環境コミュニケーションに関する事項
� 環境報告書に関する事項
� エネルギーの使用の合理化に関する事項
� 施設の整備計画に関する事項
� 施設の維持管理・修繕計画に関する事項
� 施設の点検・評価に関する事項
	 施設の有効活用に関する事項

 施設の共用スペース確保に関する事項
� その他環境・施設マネジメントに関する事項
（組織）
第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。
� 学長が指名する理事又は副学長
� 各学部、生産科学研究科、医歯薬学総合研究科、国際健康開発研究科、熱帯医学研究所、病院及び附属図

書館の長 各１人
� 附属学校園協議会から選出された者 １人
� 保健・医療推進センター及び学内共同教育研究施設の代表者 １人
� 共同研究交流センター環境安全マネージメント部門長
� 総務部長、研究国際部長、財務部長、学生支援部長、施設部長及び学術情報部長
� その他学長が必要と認めた者
２ 委員は、学長が任命する。
（任期）
第４条 前条第１項第７号の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
（委員長及び副委員長）
第５条 委員会に委員長を置き、第３条第１項第１号の委員をもって充てる。
２ 委員長は、会議を招集し、その議長となる。
３ 委員会に副委員長を置き、委員長の指名する委員をもって充てる。
４ 副委員長は、委員長を助け、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。
（会議）
第６条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開くことができない。
２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（意見の聴取）
第７条 委員長が必要と認めたときは、委員会に委員以外の者を出席させ、意見を聴取することができる。
（関係職員の出席）
第８条 委員長は、必要に応じ、委員会に関係職員を出席させることができる。
（専門部会）
第９条 委員会に、必要に応じ、特定の事項について専門的に調査・検討させるため、専門部会を置くことが
できる。
２ 専門部会の任務、組織、運営等に関し必要な事項は、別に定める。
（事務）
第１０条 委員会の事務は、施設部施設企画課において処理する。
（補則）
第１１条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は、別に定めることができる。

附 則
１ この規則は、平成１８年１１月１日から施行する。
２ この規則の施行後最初に任命される第３条第１項第８号の委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、平

成２０年９月３０日までとする。
附 則（平成１９年１１月１３日規則第３３号）

この規則は、平成１９年１１月１３日から施行する。
附 則（平成２０年３月３１日規則第３３号）抄

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。
附 則（平成２０年１０月１１日規則第４８号）

この規則は、平成２０年１０月１１日から施行する。
附 則（平成２１年３月３１日規則第１１号）

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
附 則（平成２２年７月２７日規則第３２号）

１ この規則は、平成２２年７月２７日から施行する。
２ 長崎大学施設マネジメント専門部会規程（平成１６年規程第７７号）は、廃止する。
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長崎大学におけるエネルギーの使用の合理化に関する規程

平成２２年７月２７日
規程第４１号

長崎大学におけるエネルギーの使用の合理化に関する規程（平成１９年規程第５７号）の全部を改正する。
（目的）
第１条 この規程は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号。以下「法」という。）
に基づき、国立大学法人長崎大学（以下「本学」という。）におけるエネルギーの使用の合理化に関し必要な
事項を定め、もって適切なエネルギーの使用の合理化に資することを目的とする。
（用語の定義）
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
� エネルギー 法で定義するもので、本学において使用される燃料並びに熱及び電気をいう。
� 職員、学生等 本学の役員、職員、学生及び本学において業務を行うことが認められている者をいう。
� 部局等 事務局（監査室、国際連携研究戦略本部、知的財産本部、広報戦略本部、心の教育総合支援セン

ター、男女共同参画推進センター、国際交流会館、観月荘及び臨海研修所を含む。）、各学部（教育学部に
あっては教育学研究科及び附属学校を、経済学部にあっては経済学研究科を含む。）、生産科学研究科、医
歯薬学総合研究科、国際健康開発研究科、熱帯医学研究所、病院、附属図書館、保健・医療推進センター、
各学内共同教育研究施設及び島原共同研修センターをいう。

（エネルギー管理組織）
第３条 本学におけるエネルギー管理組織は、別図のとおりとする。
（学長の責務）
第４条 学長は、本学におけるエネルギーの使用の合理化の最高責任者として、法令等及びこの規程の定める
ところに従い、エネルギーの使用の合理化に関し必要な措置を講ずるものとする。
（エネルギー管理統括者）
第５条 本学に、法の定めるところにより、エネルギー管理統括者を置く。
２ エネルギー管理統括者は、長崎大学環境・施設マネジメント委員会委員長をもって充てる。
３ エネルギー管理統括者は、次の業務を統括する。
� 経営的視点に立ったエネルギーの使用の合理化の推進に関すること。
� エネルギーの使用の合理化の目標を達成するための中長期計画の取りまとめに関すること。
� エネルギーを消費する設備の維持、エネルギーの使用の方法の改善及び監視に関すること。
� その他法に定める職務に関すること。
（エネルギー管理企画推進者）
第６条 本学に、法の定めるところにより、エネルギー管理企画推進者を置く。
２ エネルギー管理企画推進者は、施設部長又は施設管理課長のうちエネルギー管理統括者が指名する者を

もって充てる。
３ エネルギー管理企画推進者は、法に定める資格を有する者でなければならない。
４ エネルギー管理企画推進者は、エネルギー管理統括者の行う職務を補佐する。
（エネルギー管理員）
第７条 法の定めるところにより第１種エネルギー管理指定工場等又は第２種エネルギー管理指定工場等とし
て指定された団地（以下「指定団地」という。）に、それぞれエネルギー管理員を置く。
２ エネルギー管理員は、法に定める資格を有する者のうちから、エネルギー管理統括者の推薦に基づき、学

長が任命する。
３ エネルギー管理員は、指定団地のエネルギーの使用の合理化に関し、エネルギーを消費する設備の維持、

エネルギーの使用の方法の改善及び監視その他法令等で定める業務を管理する。
（省エネルギー推進責任者）
第８条 部局等に、省エネルギー推進責任者を置き、当該部局等の長をもって充てる。
２ 省エネルギー推進責任者の職務は、次のとおりとする。
� 部局等内の省エネルギー推進に係る組織の整備、目標の設定、実施計画の作成及びその運用に関すること。
� 省エネルギー推進に係る連絡調整に関すること。
� 部局等内の設備に係るエネルギー消費の適正な管理、省エネルギー推進の啓発、省エネパトロールの実施

等の省エネルギー推進のための措置に関すること。
� その他部局等内の省エネルギーに関すること。
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（省エネルギー推進員）
第９条 部局等に、省エネルギー推進員を置き、当該部局等の職員のうちから省エネルギー推進責任者が指名
する者をもって充てるものとする。
２ 省エネルギー推進員は、省エネルギー推進活動を充分に行える範囲（学科、講座、分野等をいう。）ごと

に置き、その数は、省エネルギー推進責任者が定める。
３ 省エネルギー推進員は、省エネルギー推進責任者の指示を受け、省エネルギー推進責任者の職務を補佐す

るものとする。
（エネルギーの使用の合理化に関する審議）
第１０条 本学におけるエネルギーの使用の合理化に関する事項については、長崎大学環境・施設マネジメント
委員会において審議するものとする。
（職員、学生等の遵守事項）
第１１条 職員、学生等は、省エネルギー推進責任者の指示に従い、エネルギーの使用の合理化に努めなければ
ならない。
（エネルギー管理標準）
第１２条 エネルギー管理統括者は、法に基づくエネルギーの使用の合理化を行うため、エネルギー管理標準を
定めるものとする。
（補則）
第１３条 この規程に定めるもののほか、本学におけるエネルギーの使用の合理化に関し必要な事項は、別に定
めることができる。

附 則
この規程は、平成２２年７月２７日から施行する。

備考
１ 推進責任者とは、第８条に規定する省エネルギー推進責任者のことをいう。
２ 部局等に、推進責任者のほか、第９条に規定する省エネルギー推進員を置く。
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環境教育活動

4 環境の保全に関する教育研究活動

あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を
進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

◆日本エネルギー環境教育学会第５回全国大会及びエ

コスクールの開催

資源エネルギー庁が�日本生産性本部エネルギー環
境教育情報センターに委託して実施している九州・沖

縄地区エネルギー教育推進会議と連携して、長崎大学

エネルギー環境教育研究会が実施した出前授業等の教

育支援活動・研究は９校で実施され、日本エネルギー

環境教育学会第５回全国大会で発表された。

・長崎県立長崎工業高校の燃料電池車開発支援（平成

２２年度）

・長崎市立滑石小学校６年生省エネ教室（３回）

・鹿児島市立西陵小学校５年生、長崎市立稲佐小学校

６年生、時津町立時津北小学校４年生、長崎県立島

原工業高校２年生、長崎県立佐世保工業高校２年生、

熊本県立鹿本商工高校１年生、精道小学校女子部６

年生（各１回）

また、同研究会が工学部と教育学部の学生を対象に

実施した活動として、西部ガス�長崎支社と共同実施
した「エコクッキング講習会」と九州電力�長崎支店
と共同実施した「玄海原子力・松浦火力発電所施設見

学会」がある。

◆共同研究交流センターにおける実験廃液処理施設見

学会の実施

本学工学部応用化学科の学生を対象として、共同研

究交流センターの無機系および有機系廃液処理施設の

見学会を行った。学生約５０名の参加の下、活発な質疑

応答が行われた。座学により得た知識が実用化されて

いる現場を自らの目で見、耳で聞き、鼻で嗅ぎ、体で

感じることは、化学工学を学ぶ学生にとって非常に貴

重な経験になったと考えられる。また、本学の無機系

および有機系実験廃液の管理システムを理解すること

を通して、環境に配慮できる人材育成に貢献できた。
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環境研究活動

研究対象のイメージ（農業用水路の改良）

◆生涯学習教育センターにおける公開講座「環境問題

を考える」の実施

この講座は６月中旬から４週にわたるもので、第１

回は地球温暖化とCO２削減の問題、第２回はゴミ・廃

棄物処理とリサイクルの問題、第３回は水処理と地下

水汚染の問題、第４回は環境行政の問題を取り上げ、

受講生の皆さんと一緒に考えていくというものである。

多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

◆廃石膏ボードの熱処理によりリサイクルされる「再

生石膏」の中性固化材としての特長を活かした地盤改

良材の開発

本研究課題について平成２２年度は、次のとおり取り

組んだ。

�再生石膏・PS灰混合固化材を添加した改良土の
力学的・化学的特性の評価

�再生石膏中性固化材とフライアッシュの地盤改良
材による強度発現の検証

�再生石膏を中心とした混合固化材による改良土の
乾湿繰返しによる強度変化

内容は、建設分野における軟弱地盤の改良において

は、一般的にアルカリ度の強いセメント形固化材が用

いられる。これらは改良効果が高いものの、地下水や

周辺の河川・クリークの水に化学的な影響を及ぼすこ

とが懸念される。そこで、固化の前後において中性的

性状を呈する再生石膏を主体とした固化材の開発によ

り、クリーク等の農業施設の建設・維持補修において、

その影響を軽減できるものと考えられている。一方、

石膏単体では固結力がセメントのそれに比して小さい

ため、これを補うべくペーパースラッジ灰や高炉セメ

ントを添加した材料を開発し、これらを用いた改良土

の力学的・化学的特性や乾湿繰り返しによる強度特性

の変化について、実験的な検証に取り組んでいる。
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実験風景１

実験風景２
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試験結果の一例（改良材添加量と一軸圧縮強度との関係）

◆重点研究課題「次世代エネルギー物質科学の基盤構

築」の実施

本研究課題は長崎大学第２期中期目標・中期計画の

重点研究課題としてスタートし、CO２削減に向けた先

端研究および若手研究者育成を進めている。

内容はついて、物質科学に基礎を置いて、特に下記

の２つのテーマに焦点を絞り、現行の関連技術開発の

先を見通した革新的な技術の創出について専門分野の

異なる教員が連携して研究している。

� 次世代蓄電デバイス材料の開発

� 新規なエネルギー資源合成技術の開発

� 次世代蓄電デバイス材料の開発

蓄電デバイスの開発については、プラグインハイブ

リッド車や電気自動車の動力源や自然エネルギー負荷

平準用蓄電システムへの応用を目指した研究開発が世

界中で活発化している。本課題では、主として以下の

観点から基礎的かつ革新的な蓄電デバイス材料の開発

に取組む。

�高出力・大容量 Li イオン二次電池の開発：蓄電
デバイスの用途拡大に伴い、大容量化、低コスト化、

安全性等の性能向上が望まれている。CO２削減のため

には、利便性を考慮して普及を促進できるデバイス性

能やさらなるエネルギー効率の向上を可能にするデバ

イス開発も必要である。本研究では、大容量化のみな

らず高出力特性も兼ね備えた新しい蓄電デバイス材料

の開発を行い、エネルギー回生も視野に入る革新的蓄

電デバイスの開発を行っている。

�高性能な全固体型 Li イオン二次電池の開発：安
全性の観点から現行の電解液を固体電解質に置き換え

た全固体型 Li イオン二次電池が次世代電池として注

目されているが、固体中のイオン伝導性が低いことも

あり、十分な性能を発揮するには至っていない。本研

究では、高容量と高出力を可能にする革新的な全固体

型 Li イオン二次電池の開発にチャレンジしている。

� 新規なエネルギー資源合成技術の開発

化石燃料に代わる新しいエネルギー資源の創出は重

要な課題であり、現在では、バイオ燃料の合成やメタ

ンガス回収などの技術開発が活発に行われている。そ

のような背景において、本課題では、温暖化ガスの排

出削減とエネルギー資源創出を同時に解決できるよう

な新技術の開発に取り組んでいる。例えば、CO２を効

率よく有用なエネルギー物質に変換する新しい触媒や

反応システムの開発など、エネルギー資源創出のため

の新しい物質変換技術の開発にチャレンジしている。
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◆GCOM-C1向け森林火災検知アルゴリズムおよび

地表面温度推定アルゴリズム開発（JAXA委託研究）

２０１４年度に宇宙航空研究開発機構（JAXA）が打ち

上げを予定しているGCOM-C1（Global Climate Ob-

servation Mission － Climate 1）衛星に搭載される

SGLI（Second Generation GLobal Imager）センサを

用いた森林火災検知アルゴリズム、地表面温度推定ア

ルゴリズム開発を実施した。森林火災は、安全な生活

を脅かすものであるだけでなく、気候変動に影響を及

ぼす炭酸ガスの排出源の増加、炭酸ガス吸収源である

森林の消失など地球環境にも影響を及ぼすものである

ため、緊急かつ高精度に検知する必要がある。また、

地表面温度は、地球温暖化の程度を示す指標としての

役割だけでなく、生活環境の指標としての利用や、炭

酸ガス吸収源である植生の状態把握にも利用される。

これらの物理量を衛星から広域に同品質で推定するこ

とは、全球的な地球環境把握に重要な役割を果たすも

のであり、大規模科学である地球環境解明に多大な貢

献をするものであると信ずる。開発中のアルゴリズム

は、JAXAに納品され、JAXAによって、衛星観測デー

タから森林火災箇所、地表面温度を推定するのに用い

られる標準アルゴリズムであり、推定された結果は、

標準プロダクトとして世界中の研究者に配布される。

このため、これらのアルゴリズムは、全球で、精度良

く推定できるものであるだけでなく、推定値全ての品

質情報を付与できるものでなければならない。そのた

め、アルゴリズム開発にあたっては、火災データ、気

象データなどと、先行する同型センサであるアメリカ

合衆国のMODIS センサのデータを用いて、放射伝達

理論、パターン認識理論を駆使して、よりよい成果を

得るための努力を続けている。森林火災検知アルゴリ

ズム開発において、平成２２年度は、SGLI の１．６、２．２、

１０．８［�］帯を用いた森林火災検知アルゴリズムの推
定スキームを構築した。図１に２００１年９月２３日のアメ

リカ合衆国カリフォルニア州サンバナディーノ地区の

森林火災の観測画像と本研究で開発したアルゴリズム

で推定した火災地域を示す。

また、平成２２年度は、地表面温度推定に必要な地表

面放射率を、可視、近赤外、短波長赤外域での衛星観

測値から推定するアルゴリズムを開発した。図２は、

２０００年から２０１０年までの全球の１０．８，１２．０［µm］の放
射率の平均値である。
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図１ ２００１年９月２３日のサンバナディーノ地区の森林火災
（左：衛星観測画像、右：火災部検知画像）

図２ 可視、近赤外、短波長赤外域の衛星観測値から推定した
地表面放射率（左：１０．８［�］、右：１２．０［�］）

◆ドイツの環境倫理に関連する研究発表及び研究成果

の公刊

第９回広島大学応用倫理学プロジェクト研究センター

例会

日時 ２０１０年９月２６日�１３：００～１７：３０
場所 広島大学文学研究科大会議室

発表題名 ゼール『自然の美学』の倫理学的位置づけ

論文名は発表題名と同じ。『ぷらくしす』第１２号、２０１１

年３月、１７～２６頁。

◆都市における音環境の調査・研究の実施

従来、都市の中の音環境は、騒音レベルの測定・分

析により評価されてきた。これに対し、本研究では都

市の中に存在する様々な音を抽出し、各音の関係性に

ついて検討することにより、音環境を評価するための

手法を提案した。

その研究成果を、以下の２編の原著論文にまとめ、

公表した。

１）木下元洋、杉山和一、副島千佳、古江晃一郎、�
口健人：景観と音景観の構成要素を用いた風景の工

学的分析手法の提案、サウンドスケープ、第１１巻、

第１号、pp．３９‐４８、２００９．７

２）木下元洋、杉山和一、池田純子、王 、�口健
人：長崎市の中心市街地周辺地区における音環境の

分析・評価、土木構造・材料論文集（CD-ROM Ver-

sion, pdf）、第２６号、pp．１７８‐１８５、２０１０．１２

◆大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生

物影響評価

長崎県西彼杵半島の県民の森に設置した大気観測局

において捕集された大陸からの気塊中に含まれる化学

物質の分析、気塊の越境ルートの解明、捕集された物

質を用いた種々の生物影響評価を複数名の多様な専門

分野が連携することにより解明を勧める越境大気プロ

ジェクトを推進している。
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国際連携活動

国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相
互理解と情報の共有を推進する。

◆第６回アジア金融市場国際カンファレンスの開催

アジア経済研究所、中国経済研究会等の会員となり、

開発途上地域に関する出版物、中国経済に関する各種

調査資料及びアジアの政治経済のデータベース利用な

どの提供を受け、積極的に情報収集を行うとともに、

第６回アジア金融市場国際カンファレンスを平成２２年

１２月１１日・１２日の二日間、福岡市のアクロス福岡にて

開催した。

このカンファレンスは文部科学省「平成２０年度大学

院教育改革支援プログラム」（大学院GP）として採

択された「新興金融市場分析の専門家育成プログラム

－アジアを中心に世界で活躍するファイナンス・プロ

フェッショナル育成プログラム－」の一環として開催

した。

毎年このカンファレンスでは、大学院経済学研究科

博士前期課程の学生が大学院GPに基づく研究成果を

報告し、各国の研究者から貴重な示唆をいただいた。

このネットワークは、今後の本学部金融分野を中心

とする研究の発展に大いに貢献すると期待されている。

◆日中韓の大学間連携による水環境技術者育成 －水

環境の保全と持続的利用を支える技術の東アジアへの

展開－

平成２２年度から、文部科学省において「日中韓等の

大学間交流を通じた高度専門職業人育成事業」が創設

され、生産科学研究科から申請し採択された事業で、

平成２３年度からは、工学研究科博士前期課程において

中国及び韓国の留学生を受け入れ、東アジアの国々に

おける水環境の保全と持続的な利用のため、水環境の

診断・予測、水質浄化・排水処理等の技術を修得させ、

東アジア地域に貢献することができる実践能力に優れ

た高度専門技術者を育成する。

平成２２年度は、次のとおり、本事業の実施体制の構

築を行った。

� 学内規則、カリキュラム等の整備を行った。

� 水関連の企業から、特に優れた知識、経験、技術

を有する教員３人を招聘し、採用した。

� 長期インターンシップ及び就職における企業との

調整、マッチングを行うため専任コーディネーター

１人を採用した。

� 優秀な学生の推薦を含む本事業への支援体制構築

のため、中国及び韓国の１０大学（福州大学、同済大

学、上海海洋大学、山東大学、山東科技大学、済州

大学校、釜慶大学校、江原大学校、全南大学校、全

北大学校）とコンソーシアムを構築し、協定を締結
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した。

� 長期インターンシップの受入先となる企業及び地

方自治体等に本事業の趣旨を説明し協力を依頼した。

� 平成２３年度入学に係る特別入試を実施した。

◆第７回東シナ海の水生生物の繁殖に関する国際会議

の開催

第７回東シナ海の水生生物の繁殖に関する国際会議

を平成２２年１１月２４日～２７日に開催し（開催地：韓国済

州島）、東シナ海の環境と資源の保全・回復に関する

研究打合せも合わせて行った。中国・韓国から研究者

を招聘した。

◆中国上海海洋大学・韓国済州大学校と連携した海洋

温暖化および環境ホルモン汚染の実態調査

中国上海近郊の沿岸域を中心に、海洋温暖化と化学

物質（環境ホルモン）汚染による生物の繁殖への影響

を調べるため、上海海洋大学、済州大学校、北海道大

学と共同で魚類を採集し、汚染実態の調査を行った。

（科学研究費基盤Ｂ）

◆大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生

物影響評価の国際共同研究

大陸から日本に到達する化学物質の分析、生物影響

評価を行うために、韓国チェジュ島の標高１１００�の地
点に大気捕集ステーションをチェジュ大学と共同で設

置し、国際共同研究を行っている。（文部科学省科研

費基盤研究�海外学術調査）
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産学官連携活動◆都市部河口域の人由来の化学物質汚染と野生生物の

影響調査

都市部の河口域には人由来の化学物質汚染が進行し

ている。これを明らかにするために、韓国チェジュ大

学、釜山市、中国上海市（上海海洋大学）と共同学術

調査を行っている。

産学官連携による環境研究を推進し、その研究
成果の社会への還元に努める。

◆NEDOグリーンネットワーク・システム技術研究

開発（グリーン IT）プロジェクト「データセンター

の電源システムと最適直流化技術の開発」

新エネルギー開発機構NEDOのグリーン IT プロ

ジェクトの一貫として、NTTファシリティーズ、三

菱電機、名古屋大学および産総研と共に産学官の連携

チームを組み、増加の一途にあるデータセンターでの

情報通信用エネルギーの消費を３０％削減するための電

源システムの開発および実証試験の準備を進めている。

特に、スイッチング電源のディジタル制御化によるア

ダプティブマネージメントの実施を目指している。こ

こで開発する技術は、一般家庭を巻き込んだスマート

グリッドにも応用でき、今後の展開が期待されている。

これらのことは平成２３年度科学・技術重要施策アク

ション・プランに「データセンターの省エネ化」およ

び「スマートグリッドを構成する情報通信機器・シス

テムの研究開発」として取り上げられ、経済産業省と

総務省、さらにはその基礎技術の開発を助力する文部

科学省との位置付けの元、日本政府として開発する重

要な技術と位置づけている。

さらに、経済産業省・技術戦略マップ２０１０の「総合

エネルギー効率の向上・エネルギーマネージメント」

において、家庭情報機器においてディジタル制御電源

の省エネ技術が今後開発すべき重要な技術として挙げ

られていることからもその効果への期待の大きさのほ

どが分かる。
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◆下水処理場の放流水を利用した低落差マイクロ水力

発電の設計と有効利用の検討

長崎市上下水道局からの依頼を受け、長崎市西部下

水処理場の処理放流水のエネルギーを利用したマイク

ロ水力発電を検討した。

長崎市西部下水処理場は下水処理能力が６９，５００�／

日あり、現在は日量４５，０００�、約１５０，０００人分の下水
を処理する長崎市最大の下水処理場である。下水を濾

過してきれいにした処理水を海に放流していたが、処

理のために汲み上げられた水が、堰から流れ落ちる落

下のエネルギーを有効に利用するために、水力発電を

講じるものである。

この事業は、長崎市西部下水処理場と長崎大学と包

括協定を結んでいる協和機電と連携して行った。下水

放流水の水量の算定、低落差エネルギーを利用するマ

イクロ水力発電の設計流量の決定、適する水車の選定

および発電量の予測を行った。

下水処理放流水は１日の中で時間変化が大きく、変

化の状況を考慮して水車の設計水量を２，１００�／hと
算定した。本水路は落差が約１．８�とマイクロ水車が
設置される条件の中でも非常に小さく、一般に利用さ

れる水車の使用は難しい。そこで、新しいらせん水車

を利用することを協和機電とともに検討した。

らせん水車は、ねじのようならせん型をした羽根車

を水の勢いで回転させることで、発電をするものであ

る。古くはアルキメデスが紀元前三百年くらいに考え

た形状で、日本でも戦前には地方で使われていたが、

戦後は高回転の水車へ取って代わられてきた。今回は、

低落差であること、最近低速の発電機が開発されたこ

とから、利用することとした。有効落差１．８�をもと
に、毎時間毎の発電量の算出を行い、それをもとに水

車発電量を２．９kWと見積もった。実機では、水量が

多いときは、実際の落差も大きく予測発電量を上回り、

予想どおりの性能を得ることができた。

さらに、市民への下水処理場のエネルギー問題への

取り組みをPRするために、再生可能エネルギーへの

対応として本水力発電を紹介するパネルを製作した。

この超低落差水力発電については、NHK富山から

の取材や、この秋には、学会（ターボ機械協会水力エ

ネルギー活用技術分科会）からも極低落差のマイクロ

水力発電として、見学に来る予定である。

なおこの事業は、学生へのエネルギー教育のために、

工学部における産学官連携プロジェクト実習のテーマ

として取り組んだ。
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地域連携活動

環境保全等に関する知識・技術を発信し，地域
との連携・コミュニケーションを推進する。

◆環境科学部環境教育研究マネジメントセンターにお

ける地域連携活動

環境科学部内に設置の環境教育研究マネジメントセ

ンターは、雲仙Ｅキャンレッジプログラムや、自治体

が主催する地域教育に係るプログラムの策定等をおこ

ない、次のとおり様々な地域連携活動を推進した。

・学生参加のワークショップ「地域力再生プロジェク

ト」を全５回で開催した。

第１回（６月１２日）「棚田の利用�－田植え体験－」
第２回（７月２４日）「雲仙百年の森の下草刈りと竹細

工づくり」

第３回（１０月１０日）「棚田の利用�－稲刈りと掛け干
し体験－」

第４回（１１月３日）「唐箕を使った脱穀体験」

第５回（１２月３日）「小学生・地域の方々との餅つき

体験」

・「ながさき地域発見大学」の開催

長崎県観光振興推進本部・�JTB 九州・�シニア
と大学と地域ネットワークとが連携して、ながさき地

域発見大学実行委員会（会長：佐久間正長崎大学環境

科学部長）を組織し２０１１年２月７～１１日に実施した。

５０歳以上をおもな対象としたシニア短期留学の旅行

企画で、青森や熊本など全国各地から１６名を迎えた。

会場は長崎大学環境科学部と長崎歴史文化博物館の２

か所で午前中は座学、午後はフィールドワークをおこ

なった。

【座学】

・２月７日 １５：３０～１７：００ 幕末明治古写真の世界

－古写真にみる世界史の中の長崎－

講師：姫野順一氏

・２月８日 ８：５０～１０：２０ 日本第一号！ 世界ジ

オパーク・島原半島

講師：馬越孝道氏

・２月８日 １０：３０～１２：００ 世界遺産暫定リストの

文化遺産をめぐる

講師：深見聡氏

・２月９日 ８：５０～１０：２０ 大航海時代と長崎―教

会群の世界遺産登録をめざして－

講師：原口泉氏

・２月９日 １０：３０～１２：００ 龍馬と弥太郎の長崎―

弥太郎日記から―

講師：原口泉氏

・２月１０日 ８：５０～１０：２０ 長崎キリシタンと天正

遣欧使節 ―世界地図に文明国・日本を描かせた少

年たち―

講師：大石一久氏（長崎県文化振興課）

・２月１０日 １０：３０～１２：００ 唐貿易―中国文化と長

崎―

講師：本馬貞夫氏（長崎県参与）

・２月１１日 ８：５０～１０：２０ 日本初の国立公園・雲

仙をめぐる－温泉山の歴史と自然－

講師：西久幸氏（自然公園財団雲仙支部副所長）

・２月１１日 １０：３０～１２：００ 思想としての長崎

講師：佐久間正氏（長崎大学環境科学部長）

【フィールドワーク】

・２月８日 １３：００～１７：００ 世界遺産暫定リストの

文化遺産をめぐる

講師：深見聡氏

・２月９日 １３：００～１７：００ 龍馬ゆかりの地を歩く

講師：原口泉氏、深見聡氏

◆小浜温泉エネルギー活用推進プロジェクトへの参画

低炭素社会への移行が求められる中、雲仙・島原に

おける地熱エネルギー、未利用温泉水をエネルギーと

して活用する取り組みについての協議の場として、地

元関係者、行政、大学等からなる小浜温泉エネルギー

活用推進協議会に参画し、長崎大学・九州大学の共同

研究チームにより、「雲仙・島原における地熱エネル

ギーを用いた地域力再生プログラムの開発」を実施し

ている。
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◆共同研究交流センターにおける長崎県等と連携した

環境分析技術研修の開催

地域の人材育成事業（「長崎県長崎・島原地域産業

活性化人材養成等支援事業」）の一環として、地場企

業、新規創業企業、及び誘致対象企業において求めら

れる産業人材を育成することを目的に、下記の内容の

環境分析技術研修を行った。地元地域の企業等の環境

分析に関心のある人や分析業務に携わっている人を対

象とし、座学だけでなく実際の分析操作の実習に重点

を置いて研修を行うことで実践的な能力向上を図った。

これにより、具体的な現場の作業に直結した有意義な

質疑応答や意見交換を行うことができた。

○日程：前期；平成２２年８月２３日�～９月３日�
後期；平成２３年１月２４日�～２月４日�

○時間：１８：３０～２０：３０

○場所：長崎大学総合教育研究棟 他

○各回の内容：

１回目 オリエンテーション、法規制、定量操作実習

２回目 廃棄物の溶出試験、前処理（重金属分析）

３回目 ICP発光分析法、還元気化法による水銀分析

４回目 水中VOC分析、n‐ヘキサン抽出物の分析

５回目 排水中の T-N・T-P 測定

６回目 オリエンテーション、BOD分析の開始、GC

/MS、HPLC/MS-MS質量分析計講義

７回目 HPLCによるカフェインの分析

８回目 バイオアッセイによる排水管理

９回目 大気中の化学物質の捕集、大気中VOC、ア

ルデヒド分析

１０回目 BODの解析と TOC分析との比較、バイオ

アッセイによる排水の解析
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教育研究活動�

（環境教育・環境研究）�

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成２２年度にて

総エネルギー投入量：５８３，４４２GJ

電気 ４４１，１２８GJ（４５，１９９MWh）

ガス １０４，２８６GJ（２，２６１k�）

重油 ３７，７７１GJ（９６６k�）

灯油 ２５７GJ（７k�）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１４３，６５０�

化学物質：PRTR対象物質（調査対象１０物質）

取扱量 ９，５５６�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：３６８，７４３�

市水 ３４，２５３�

井水 ３３４，４９０�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，６１６名） 共同研究受入件数（１４５件）

大学院修了者（４６９名） 受託研究受入件数（１７１件）

修 士（３５２名） 特許出願件数（４１件）

博 士（１１７名） 実施許諾件数（３５件）等

温室効果ガス等：
CO２排出量 ２４，４７２t

電気 １６，６７８t
ガス ５，１５９t
重油 ２，６１８t
灯油 １７t

※上記数値は新たな換算係数による数値

化学物質排出量・移動量
PRTR対象物質排出量・移動量

クロロホルム ： ４．９�（大気排出）
：１，９００�（事業所外移動）

ノルマル－ヘキサン： ７５�（大気排出）
： ６１０�（事業所外移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ３６８，７４３�

P.３４

P.３５

P.３５

P.３６

P.３７

P.３９
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環境負荷の状況

総エネルギー投入量

700,000�

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

3.5000�

3.4000�

3.3000�

3.2000�

3.1000�

3.0000�

2.9000�

2.8000�

2.7000�

2.6000�

2.5000

GJ GJ/m2

総消費量（GJ）� 消費量原単位（GJ/m2）�

21年度� 22年度�20年度�

557,923
583,442

569,319

2.8037
2.8220

2.8443

年 度
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

項 目

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

電気
（MWh） ４３，１７３ ４２，７３３ ４５，１９９

ガ
ス
（
�
）

１３A １，７５８ １，７２９ ２，２６０

プロパン １ １ １

重 油
（k�） １，６６３ １，５４６ ９６６

灯 油
（k�） １１ １４ ７

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量
（
Ｇ
Ｊ
）

電 気 ４２１，５０３ ４１７，１５３ ４４１，１２８

ガ

ス

１３Ａ ８２，２８９ ７９，７０７ １０４，１８６

プロパン １００ １００ １００

計 ８２，３８９ ７９，８０７ １０４，２８６

重 油 ６５，０２３ ６０，４４９ ３７，７７１

灯 油 ４０４ ５１４ ２５７

合 計 ５６９，３１９ ５５７，９２３ ５８３，４４２

空調面積当り
エネルギー消費量
（対前年度比）

（GJ／�）

２．８４４３
（１０２．１１％）

２．８０３７
（９８．５７％）

２．８２２０
（１００．６５％）

原油換算
（k�） １４，６９０ １４，３９６ １５，０５２

（参考）空調面積
（�） ２００，１５８ １９８，９９６ ２０６，７５０

新規稼働棟
（�）

文教２改修
工事
（工学部、
教育学部）
坂本２新営
工事
（新病棟・
診療棟）
坂本２改修
工事
（病院本館
�期）

文教２改修
工事
（環境科学
部、学生会
館）
坂本２改修
工事
（病院本館
�期）
片淵改修工
事
（経済学部
本館）

坂本２改修
工事
（病院本館
�期）

投入エネルギーの内訳

データの値は９団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文教
町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町）とする。

�総エネルギー投入量（GJ）
平成２２年度のエネルギー投入量は前年度より約

４．６％増加しました。要因として、２１年度に耐震改修
工事を実施し、２２年度に運用再開した建物によるエネ
ルギーの増加、病院本館改修工事で１工区完成に伴い
移転時のエネルギー増加、データーセンター・先端計
算研究センターの本格稼働及び気候変動によるエネル
ギーの増加における影響で２５，５１９GJ増加しました。

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １MWh ９．９７GJ
ガス・都市ガス（１３Ａ） １� ４６．１GJ
ガス・プロパンガス １� １００．４６GJ
重油 １k� ３９．１GJ
灯油 １k� ３６．７GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）

�単位面積当たりのエネルギー消費量（GJ／�）
単位面積当たりのエネルギーの消費量は、対前年比

で０．６５％増加しました。

�投入エネルギーの内訳
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電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

180,000�

160,000�

140,000�

120,000�

100,000�

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

kg

22年度�20年度� 21年度�

153,430
143,650

166,798�

�

水資源投入量

水

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

m3

総使用量（m3）�

21年度� 22年度�20年度�

397,136

368,743

426,783

水源の内訳の推移

年 度
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ２５，５８４ ３０，２７５ ３４，２５３

井水 ４０１，１９９ ３６６，８６１ ３３４，４９０

合計 ４２６，７８３ ３９７，１３６ ３６８，７４３

平成２２年度の電気使用量は前年度より約５．７％増加
しています。要因として、２１年度に耐震改修工事を実
施し、２２年度に運用再開した建物による電力の増加、
病院本館改修工事で１工区完成に伴い移転時の電力の
増加、データーセンター・先端計算研究センターの本
格稼働及び気候における影響が考えられます。

都市ガスの使用量は、年々増加しています。２２年度
の増加の要因としては、坂本２団地のボイラー設備の
改修工事で重油と都市ガスの併用型に更新し、都市ガ
スで運転したために使用量が増加したと考えられます。
また、GHP式空調機への更新による増加も考えら

れます。

重油の使用量は、年々減少しています。２２年度の減
少の要因としては、坂本２団地のボイラー設備の改修
工事で重油と都市ガスの併用型に更新し、都市ガスで
運転したために使用量が減少したと考えられます。

使用量については、年々減少しています。要因とし
てペーパーレス化の浸透による用紙の軽減が考えられ
ます。
なお、今後も各種書類等のペーパーレス化、両面コ

ピー等の省力化を行い、使用量の低減を図る予定です。

■コピー用紙使用量の推移

使用量は減少しています。要因として建物改修工事
でトイレなどに節水用水栓の導入や、省エネ対策の啓
発による節水への取組などが結果に表れていると思わ
れます。

■水資源投入量の推移
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CO２排出量

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

0.1600�

0.1300�

0.1000

t t/m2

CO2総排出量（t）� CO2排出量原単位（t/m2）�

21年度� 22年度�20年度�

0.1214

0.1184

0.1265

24,155 24,472
25,318

項目 単位
従来CO２
排出係数

新CO２排出係数
（九州電力㈱公表値）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

電気 １kWh ０．５５５� ０．３８７ ０．３７４ ０．３６９

ガス・都市ガス（１３A) １� ２．２８�

ガス・プロパンガス １� ５．９３�

重油 １� ２．７１�

灯油 １� ２．４９�

年 度
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
（
ｔ
）

電 気 １６，７０８ １５，９８２ １６，６７８

ガ

ス

１３A ４，０７０ ３，９４２ ５，１５３

プロパン ６ ６ ６

計 ４，０７６ ４，１９０ ５，１５９

重 油 ４，５０７ ４，１９０ ２，６１８

灯 油 ２７ ３５ １７

合 計 ２５，３１８ ２４，１５５ ２４，４７２

空調面積当り
CO２排出量
（対前年度比）

（t／�）

０．１２６５ ０．１２１４ ０．１１８４

（１００．５６％） （９５．９７％） （９７．５３％）

（参考）空調面積
（�） ２００，１５８ １９８，９９６ ２０６，７５０

CO２排出量内訳の推移

平成２２年度のCO２排出量は、総量では、１．３％増加
しましたが、単位面積当たりでは、前年度より約２．５％
減少となりました。要因として坂本２団地のボイラー
設備の改修工事で重油と都市ガスの併用型に更新し、
都市ガスで運転したためにCO２排出量が減少したと考
えられます。また、九州電力のCO２排出係数が、大幅
に改善したのも大きな要因ですが、本学として、更に
一層のCO２排出量総量の削減に取組む必要があると考
えています。

■CO２排出量の推移

※単位について
CO２排出量換算係数は、以下の通り

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）
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化
学
物
質
の
排
出
量
・
移
動
量

平
成
２２
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
抜
粋
）（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

（
保
健
）

病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部
環
境
科
学
部
水
産
学
部

共
同
研
究

交
流
セ
ン
タ
ー

１３
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

１０
，０
０８

３０
５
，０
００

４
，９
７８

２１
，９
２６

５０
０

９
，４
４６

１２
，４
３０

２１
０
，６
５１

１８
，５
３２

１６
１
，８
８３

３２
０
２４
，８
００

５
，１
１６

０
２４
２
，５
８５

７１
塩
化
第
二
鉄

１１
１１

０
０

４８
０

０
０

４８
０

０
４０
，４
２３

０
１０
１

２
０

５０
０
３９
，８
２０

４０
，９
１４

８０
キ
シ
レ
ン

１７
６
，７
７８

１６
８
，０
２５

２
，０
５２

６
，７
０１

４９
７
，１
５３

７２
，４
８７

１
，９
１０

３８
６
，５
００

３６
，２
５６

１１
，６
０１

１０
４
，１
９０

０
２４
２

７
，１
５９

０
６８
５
，５
３２

１２
７
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

１９
，８
５９

１７
，２
９４

１４
５

２
，４
２０

３６
６
，９
９８

３１
５

０
３５
６
，９
２９

９
，７
５４
１
，７
６３
，０
２２

４２
，８
６７
１
，７
１５
，９
１７

０
１
，３
０２

２
，２
９５

６４
２
２
，１
４９
，８
７９

１８
６
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

０
０

０
０

０
０

０
０

０
９９
２
，５
６６
６６
０
，９
９７

２８
６
，７
７１

３６
０
３０
，０
００

６
，３
７５

８
，０
６３

９９
２
，５
６６

２１
３

Ｎ
，Ｎ
－
ジ
メ
チ
ル
ア
セ
ト
ア
ミ
ド

０
０

０
０

０
０

０
０

０
４２
，６
８２

４２
，６
８２

０
０

０
０

０
４２
，６
８２

３０
０
ト
ル
エ
ン

５５
０

５０
７

０
４３

１
，４
２９

１
，３
８６

０
０

４３
１９
８
，２
９４
１４
６
，６
５１

５１
，６
３１

０
１２

０
０

２０
０
，２
７３

３９
２
ノ
ル
マ
ル
－
ヘ
キ
サ
ン

０
０

０
０

０
０

０
０

０
４
，８
８３
，６
２０
２６
１
，６
５９
４
，５
５１
，１
８０
２
，０
５０

３３
，０
００

１３
１
３５
，６
００
４
，８
８３
，６
２０

４０
０
ベ
ン
ゼ
ン

１５
４
，３
００

１５
４
，０
００

０
３０
０

６
，１
９８

５
，３
１８

０
８８
０

０
３５
，８
９５

７０
０

３１
，７
００
２
，５
５０

０
９４
６

０
１９
６
，３
９３

４１
１
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１２
８
，６
２５

１２
３
，４
５９

２
，４
０２

２
，７
６５

３３
９
，８
２９

３２
，５
００

３２
４
３０
３
，２
１９

３
，７
８６

５２
，６
４０

１
，２
５４

１
，５
５８

０
１１

４９
，８
１８

０
５２
１
，０
９５

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

計
９
，９
５５
，５
３９
�

P
R
T
R
と
は

（
P
ol
lu
ta
nt
R
el
ea
se
an
d
T
ra
ns
fe
r
R
eg
is
te
r：
化
学
物
質
排
出
移
動

量
届
出
制
度
）
と
は
、
有
害
性
の
あ
る
多
種
多
様
な
化
学
物
質
が
、
ど
の
よ

う
な
発
生
源
か
ら
、
ど
れ
く
ら
い
環
境
中
に
排
出
さ
れ
た
か
、
あ
る
い
は
廃

棄
物
に
含
ま
れ
て
事
業
所
の
外
に
運
び
出
さ
れ
た
か
と
い
う
デ
ー
タ
を
把
握

し
、
集
計
し
、
公
表
す
る
仕
組
み
で
す
。

対
象
と
し
て
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
た
化
学
物
質
を
製
造
し
た
り
使
用
し
た

り
し
て
い
る
事
業
者
は
、
環
境
中
に
排
出
し
た
量
と
、
廃
棄
物
や
下
水
と
し

て
事
業
所
の
外
へ
移
動
さ
せ
た
量
と
を
自
ら
把
握
し
、行
政
機
関
に
年
に
１

回
届
け
出
ま
す
。

－
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
－

ht
tp
://
w
w
w
.e
nv
.g
o.
jp
/c
he
m
i/p
rtr
/a
bo
ut
/a
bo
ut
-1
.h
tm
l

長
崎
大
学
坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
、
２
お
よ
び
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
は
、
P
R
T
R
法
（
化
学
物
質
排
出

把
握
管
理
促
進
法
）
対
象
事
業
所
に
該
当
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
産
学
官
連
携
戦
略
本
部

共
同
研

究
支
援
部
門
環
境
安
全
支
援
室
で
は
、
各
キ
ャ
ン
パ
ス
ご
と
に
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質

取
扱
量
を
調
査
・
集
計
し
、
一
定
量
以
上
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
環
境
中
へ
の
排
出
量
お
よ
び
廃
棄

物
等
と
し
て
の
移
動
量
と
し
て
報
告
し
て
い
ま
す
。
取
扱
量
の
調
査
で
は
、
平
成
１４
年
度
か
ら
開
始

し
て
お
り
、
過
去
の
集
計
結
果
は
す
べ
て
環
境
安
全
支
援
室
の
ホ
ー
ム
―
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い
ま

す
（
ht
tp
://
w
w
w
.e
p.
na
ga
sa
ki
-u
.a
c.
jp
/p
rt
r/
pr
tr
.h
tm
）。
平
成
２２
年
度
の
調
査
で
は
、
取
扱
量
が

１
ト
ン
を
超
え
た
物
質
は
、
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
の
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム
お
よ
び
ヘ
キ
サ
ン
（
新
規
対
象
物

質
）
と
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
平
成
２２
年
度
か
ら
指
定
化
学
物
質
の
増
加
に
よ
り
政
令
番
号
が
変
更
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
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平
成
２０
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

３
，７
３１

２
，８
７６

１５
０

７０
５

１
，７
４５

５２
５

０
１
，２
２０

６
，４
９８

１
，０
３３

４
，４
７５

０
３１
０

６８
０

０
１１
，９
７４

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

７
，９
３４

１８
３

５
，０
００

２
，７
５１

２５
４

０
１８

２３
６

５２
２
，８
７７

９
，７
４１

４８
９
，９
４４

１
，１
１３

１４
，１
４８

７
，９
３１

０
５３
１
，０
６５

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

４０
４

３２
９

０
７５

９
，６
８０

０
０

９
，６
８０

９３
１

３５
４８
４

０
２２

３９
０

０
１１
，０
１５

６３
キ
シ
レ
ン

２０
２
，２
７８

１９
５
，０
４７

３
，０
００

４
，２
３１

１８
３
，１
５６

６３
，７
４０

７７
，１
７６

４２
，２
４０

７
，９
８４

０
１
，７
１６

０
５４
５

５
，７
２３

０
３９
３
，４
１８

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

２６
，４
５２

２２
，４
７９

９２
３

３
，０
５０

３４
４
，６
１９

２３
，５
８８

２８
６
，０
８３

３４
，９
４８
１
，２
４８
，８
８２

９８
，０
０６
１
，１
４６
，９
６０

０
１
，８
９４

５２
０

１
，５
０２
１
，６
１９
，９
５３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

７
，８
００

７
，８
００

０
０

０
０

０
０

９９
６
，８
２８
７２
５
，８
５１

２０
１
，９
９４

３１
９
５４
，６
１７

１３
，９
８７

６０
１
，０
０４
，６
２８

２２
７
ト
ル
エ
ン

２
，５
９８

２
，５
９８

０
０

２８
，６
６７

２８
，５
８０

０
８７

１５
７
，９
７８

７９
，７
６７

７５
，７
７２

１
，４
３０

９
１
，０
００

０
１８
９
，２
４３

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

１１
，０
３９

９
，５
２６

５４
８

９６
５

４
，６
１７

３３
０

１３
７

４
，１
５０

２
，４
２０

６３
５

９４
８

０
１５
７

６８
０

０
１８
，０
７６

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

６１
，５
３０

６１
，５
３０

０
０

２
，８
７６

２
，８
３２

０
４４

１０
，３
３８

１
，６
５０

５
，０
３３

４０
２

９
３
，２
４４

０
７４
，７
４４

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１２
９
，５
７２

１２
３
，７
１３

１
５
，８
５８

７１
０
，０
０３

２７
，６
７１

６７
８
，１
８８

４
，１
４４

４１
，６
７２

３３
８

２
，５
６９

０
１５
４
３８
，６
１１

０
８８
１
，２
４７

平
成
２１
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

６
，６
６３

５
，４
５３

１５
０

１
，０
６０

４
，４
２０

１
，３
９５

６０
２
，９
６５

５
，３
５１

０
５
，０
９１

０
０

２６
０

０
１６
，４
３４

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

９
，３
０２

３９
１

５
，０
００

３
，９
１１

８
，０
８０

１
，５
７２

６
，２
８８

２２
０

１８
５
，８
５５

８
，３
７６

１３
５
，９
１５

１
，３
３６

２５
，９
３８

１４
，２
９０

０
２０
３
，２
３７

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

７７
１

４７
５

０
２９
６

１２
，４
６１

１
，８
１１

０
１０
，６
５０

９９
６

１３
５

６４
７

０
７

２０
７

０
１４
，２
２８

６３
キ
シ
レ
ン

２３
５
，８
４１

２３
３
，８
４１

２
，０
００

０
８９
８
，６
２６

４８
，５
６６

８０
６
，０
００

４４
，０
６０

７
，４
３１

０
３
，０
０２

０
０

４
，４
２９

０
１
，１
４１
，８
９８

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

１４
，３
５６

１１
，８
６６

１２
６

２
，３
６４

６１
７
，２
９９

１
，０
０２

５８
８
，３
８４

２７
，９
１３
１
，９
２３
，７
８１
１３
８
，７
６０
１
，７
８１
，９
５０

０
４７
２

１
，４
３２

１
，１
６７
２
，５
５５
，４
３６

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

４
，０
００

４
，０
００

０
０

０
０

０
０
１
，３
２０
，７
６８
９０
３
，２
８９

２６
７
，５
８３

６６
５
１２
０
，１
１０

２８
，９
８７

１３
４
１
，３
２４
，７
６８

２２
７
ト
ル
エ
ン

５２
５２

０
０

１
，４
３８

１
，３
５１

０
８７

１５
０
，８
３４

５８
，３
９４

７６
，３
８２

４３
１５

１６
，０
００

０
１５
２
，３
２４

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

７
，６
３４

６
，７
３６

３０
０

５９
８

１０
，４
０９

５
，７
０４

２８
０

４
，４
２５

２
，３
２８

９４
４

７７
４

０
０

６１
０

０
２０
，３
７１

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

６１
，５
２０

６１
，５
２０

０
０

５
，４
５０

５
，４
５０

０
０

４０
，４
７１

１５
，３
３０

３
，９
７０

２１
，０
３９

０
１３
２

０
１０
７
，４
４１

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１９
７
，９
５１

１９
７
，３
８４

５
５６
２

５３
，４
８０

４
，７
３４

４４
，１
４６

４
，６
００

２５
，８
８４

４９
８

２
，０
６０

０
４０

２３
，２
８６

０
２７
７
，３
１５

計
５
，８
１３
，４
５２
�

計
４
，７
３５
，３
６３
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示
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平成２２年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ノルマル－ヘキサン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ４．９ ７５ ０．０１５

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １，９００ ６１０ ０．１０

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 １５ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １，１００ ０．０

平成２０年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

５３５
６８
７９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１４７
１８７

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４４５
８１
６０

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１２
１６６

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４６５
８６
５７

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１０４
１５７

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのクロロホ

ルム、ヘキサンおよび特別要件に該当するダイオキシ

ン類については、排出量および移動量を調査し、その

結果を長崎県に報告しました。クロロホルムの排出・

移動量は、平成２１年度から約３５％、平成２０年度から約

７０％と大幅に増加しており、調査を開始した平成１４年

度以降で最多となりました。ヘキサンについては、実

験廃液処理施設での処理により、排出・移動量が削減

されています。PRTRでは、人や生態系に有害な恐れ

がある化学物質を調査対象としています。クロロホル

ム等をはじめとするこれらの化学物質の取扱量削減へ

の取り組みは、環境リスクの低減に向けた今後の検討

課題といえます。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄

物区分のもとに収集を行っています。

� 一般廃棄物（事業系ごみ）

・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）

・不燃ゴミ（プラスチック・金属等）

・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）

（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物

・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物

・廃プラスチック・ゴム類

・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）
・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶
・金属類

� 特別管理産業廃棄物

・感染性産業廃棄物

・薬品等

（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に

ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理

施設において処理されています。）

平成２２年度

平成２１年度

平成２０年度

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ）

排

出

量

大気への排出 １８ ２８０ ０．００９９

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所における土
壌への排出埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．１ ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １４００ ５８０ ０．０３６

平成２１年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

環
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産業廃棄物� 一般廃棄物�

1,200�

1,100�

1,000�

900�

800�

700�

600�

500�

400�

300�

200�

100�

0

t

869 864

1,016

261 278

334

608 586
682

20年度� 21年度� 22年度�

45,000�

40,000�

35,000�

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

有機系廃液回収量� 無機系廃液回収量�

20年度� 21年度� 22年度�

37,486�

�

39,076�

�

41,621

3,431�

�

3,206�

�

3,726

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

重 油 ４５５，１１６ ５３５，２２７ ５４５，４９８

軽 油 １９２，５７１ １８４，１０５ １６７，８８８

単位：�

■廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所（文教・坂本）における一般廃棄物、非

感染性産業廃棄物（プラスチック、ガラス、陶磁器）

及び感染性産業廃棄物の排出実績について集計してい

ます。

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量の９割以上を占める有機系廃液回収

量は、３年連続して増加しており、平成２２年度は初め

て４万リットルを超え、過去最多となりました。今後

も引き続き、薬品の効率的な使用等による実験廃液削

減の努力が求められます。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量を以下に記載します。
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環境負荷の低減に向けた取組の状況

更新後の冷蔵庫

更新後の複合複写機

中部講堂照明改修 体育館照明改修

…省エネルギーのための取組…
�冷蔵庫更新プロジェクト
平成２０年度に実施した冷蔵庫等の調査で一般冷凍冷蔵庫４３０台、実験用冷凍庫５５７台、製氷機３３台が学内で使用

されている実態を把握した。
そこで、平成２２年度において、一般冷凍冷蔵庫の規格が１５０�～４００�以下で平成１２年以前に製造された製品に

ついて、再度調査して合計１２８台を更新した。
現在、製造している一般冷凍冷蔵庫は、平成１２年以前のものに比べて消費電力が５０％となっている。

�複写機等更新プロジェクト
大学内で使用している事務用の複写機、FAX、プリ

ンターについてそれぞれ使用してきたが、これらを１
台の複合複写機１５６台に更新した。これにより、大幅
な省エネが図れると共に省スペースさらに事務経費の
削減が可能となった。

�体育館等照明設備更新プロジェクト
平成２２年度学内営繕費で総合体育館、中部講堂、片淵体育館、坂本１体育館の水銀灯照明器具を高効率照明器

具に更新した。これにより１５k�の削減効果が期待できる。
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坂本団地日報

坂本団地月報 坂本団地年報

坂本メイン画面

�学内省エネセミナー
平成２３年３月に学内の省エネルギー推進員と教職員及び学生を対象に文教町団地、坂本団地及び片淵団地会場

で平成２２年度のエネルギー分析をもとに省エネルギーセミナーを開催し、３会場で約７０名が受講した。

�電力速報システム
本学において坂本団地と文教町２団地で消費するエネルギーは、全体の約９７％である。これらの団地の電力使

用量を時間毎、月毎、年毎にグラフ化して、学内の教職員が学内インターネット上で確認出来るように自動シス

テム化を実施した。

メイン画面から、各建物の日報、月報、年報を閲覧できる。（学内のみ）
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○グリーン購入・調達の状況

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面の取組」に加え、「需要面からの取組が重要である」という

観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進すると

ともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が可能な社

会を構築を推進することを目指しています。また、国等の各機関の取組に関することのほか、地方公共団体、事

業者及び国民の責務などについても定めています。（グリーン購入ネットワークホームページより引用）

グリーン購入・調達の事例

・古紙や合法性の確認がとれた木材（森林認証材等）を使用した紙、再生材使用や詰替型等の事務用品、省エネ

性能の高い事務機器、再生材を使用した原材料等

平成２２年度特定調達品目調達実績

分 野 �目標値 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�

�目標達成率
＝�／�

紙類（７）

コピー用紙 １００％ １４３，６５０� １４３，６５０� １００％ １００％

フォーム用紙他 １００％ １６，６２９� １６，６２９� １００％ １００％

文具類（８２）

シャープペンシル他 １００％ ２３，６１１本 ２３，６１１本 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ ２２４，８２５個 ２２４，８２５個 １００％ １００％

ファイル他 １００％ ７１，７６４冊 ７１，７６４冊 １００％ １００％

事務用封筒（紙製） １００％ ３７６，８１８枚 ３７６，８１８枚 １００％ １００％

オフィス家具等（１０） １００％ ５，７８５台 ５，７８５台 １００％ １００％

OA機器（１８）

コピー機等

購入 １００％ ２，７０３台 ２，７０３台 １００％ １００％

リース・レンタル（新規） １００％ １，９２３台 １，９２３台 １００％ １００％

リース・レンタル（継続） １００％ ３，０４９台 ３，０４９台 １００％ １００％

記録用メディア・カートリッジ等 １００％ ４７，７９７個 ４７，７９７個 １００％ １００％

移動電話（２） １００％ １５６台 １５６台 １００％ １００％

家電製品（５） １００％ ２４５台 ２４５台 １００％ １００％

エアコン等（３） １００％ ８７台 ８７台 １００％ １００％

温水器等（４） １００％ ８台 ８台 １００％ １００％

照明（５）

蛍光灯照明器具 １００％ ５，７１２台 ５，７１２台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ ４，１８１本 ４，１８１本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ １４６個 １４６個 １００％ １００％

自動車等（５）

一般公用車用タイヤ １００％ ９本 ９本 １００％ １００％

消火器（１） １００％ ２１７本 ２１７本 １００％ １００％

制服・作業服（３） １００％ ５，３８２着 ５，３８２着 １００％ １００％

インテリア・寝装寝具（１０） １００％ ５０９枚 ５０９枚 １００％ １００％

作業手袋（１） １００％ １，１８６組 １，１８６組 １００％ １００％

その他繊維製品（７） １００％ ８０６枚 ８０６枚 １００％ １００％

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

NAGASAKI UNIVERSITY 43



◆長崎市民の森 里山清掃ボランティア

長崎大学「やってみゅーでスク」に登録した学生が、

地域と協同して様々な環境保全に取り組んだ活動の一

環。２２年度は１１名参加。このほか、対馬で日韓の学生

が一緒に海岸の清掃を行ったり、外人墓地清掃やエコ

関係の行事に取り組むなどがある。

◆「やってみゅーでスク」環境美化活動

長崎大学「やってみゅーでスク」に登録した学生が、

自主的に環境保全に取り組んでいる活動の一環。大学

周辺の道路やバス停、植え込みなどを主に清掃活動を

行い、地域の美化に寄与した。

実施は２２年７月２日、学生７名と職員５名で大学裏

門から浦上警察署前にかかる歩道および植え込みとバ

ス停の清掃である。

◆学生サークル「っじゃすみん」のリユース市

長崎大学環境サークル「っじゃすみん」は、毎年３

月にリユース市という企画を行っている。この企画は、

長崎大学を卒業される方々から、不要になってしまっ

た家具や、転居の際に移動させるのが困難である家電

などの回収を行っている。それらの家具、家電の手入

れや清掃を行って、長崎大学に入学される新入生の

方々に、通常より安い価格で購入していただく、とい

うのが一連のサイクルである。また、リユース市では、

荷物の運搬の際に極力車を使用せず、リヤカーを使用

して環境への負荷を低減させるように取り組んでいる。

◆チャリ再生法研究会の自転車再生

私たちは学内の放置自転車を修理し、もう一度利用

できるようにするサイクルを廻しています。長崎市内

には、自転車の利用者が少ないため、自転車を修理す

る場所がなかなかありません。学生は、自転車を修理

できず放置してしまいます。そこで、自転車の修理も

受け付けています。現在、４年生が４人、３年生が１

人、２年生が２人、１年生が１０人で活動しています。

学内の放置自転車をなくし、もったいない精神を学生

に伝えていけたらいいと思っています。

6 学生の自主活動
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◆西浦上中央地区マップづくり

平成２２年４月～７月に市社協と西浦上中央地区の要

望で長崎大学「やってみゅーでスク」登録学生（１２名

参加）が一緒になって地域の危険箇所やさまざまな資

源情報、そして環境情報を取り込んだ地域マップづく

りに取り組んだ。

細かい路地まで足で情報を集め、途中では空き缶や

ゴミ回収も並行して行った。

こうして集めたマップ情報は、学生がパソコンで処

理し、自分たちで地域環境地図をつくりあげた。

このことは社協の公報誌などを通じて報じられ、他

の自治会からもその後、協力依頼が数件はいった。
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専務理事（常勤役員）�

内部環境監査員�

環境管理責任者� 環境管理委員会�

ＩＳＯ事務局�

総務部�文教食堂�文教店�

環境報告書 Vol．７ ２０１１年６月２８日

《環境方針》

長崎大学生協は、組合員の意志によって作られました。長崎大学生協の役割は、協同互助の精神に基づき
民主的運営により組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目的としています。
環境保全活動が商品、サービス、及びすべての活動の基礎的な取り組みであると認識し、可能な範囲にお

いて、目的・目標を設定し、見直す枠組みを与え、環境保全活動を以下のとおり、継続的改善と汚染の予防
を推進します。

�環境側面に関係する法規制、条例、その他受け入れを決めた要求事項を遵守します。
�長崎大学生協文教キャンパス施設において、電気、ガス、水の使用量削減、廃棄物の削減、リサイクル活
動をすすめます。

�環境保全活動を推進するため、環境マネジメント推進組織を整備し、全職員が活動できるようにします。
�内部環境監査を実施し、自主管理による環境マネジメントシステムの維持向上に努めます。
�環境教育、内外の公表を行い、全職員の環境方針の理解と環境に関する意識の向上を図ります。

＝＝環境方針はパンフレットなどを作成し、長崎大学生協内外に広く公表します。＝＝

２０１０年１２月２７日
長崎大学生活協同組合 専務理事 伊東 治道

《環境管理体制組織図》

《２０１０年度活動記録》
・環境管理委員会（３／３、５／１２、６／３、７／６、８／４、１０／５、１１／４、１／１１、２／３）
・内部環境監査（１１／１６）
・一般教育（１２／１５、１２／１６）
・特別教育（１２／１５、１２／１６）
・一般特別教育（１１／１７）
・内部監査研修（８／２０）
・環境科学部主催セミナー参加（２人）
・初期研修（随時）
・特別教育（１２／１６、消防訓練）
・更新審査（１２／２７）

7 長崎大学生活協同組合との連携
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《環境目標》 （環境マネジメントプログラムより）

１．電力の使用量削減
�照明器具の適切な管理による節電
�エアコンの温度管理による節電
�コピー機やパソコンの適切な管理による節電
�手順書に基づいて運用管理

２．ガスの使用量削減
�エアコンの適切な管理による削減
�エアコンの温度管理による削減

３．水の使用料削減
�手順書に基づいた運用管理

４．生ゴミ廃棄の削減
�手順書に基づいた運用管理

５．弁当容器のリサイクル率アップ
�リサイクルの組合員への広報
�売れ残り弁当容器のリサイクル
�より効果的な回収方法の検討と実施

《２０１０年度の取り組み状況》

１．電力の使用量削減
文教キャンパスの生協施設の電気使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。

２００９年対比で７．７％増加しました。主要な要因と
して、学生団体の２Fホール使用が増加したこと
が考えられます。
また、夏場、冬場の冷暖房については、ドア開閉
お願いが不十分だったことが考えられますので、
表示の徹底が必要です。
また、文教店の営業後の管理が弱かったことも課
題と考えています。

２．ガスの使用量削減
文教キャンパスの生協施設のガス使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。測定数値
は文教店のエアコンの都市ガス使用です。

学生団体の利用時のエアコン管理が不十分でした。
空調使用時のドアの開閉について案内が不十分
だったことも大きなロスと考えています。９月の
営業時間を０９年よりも長くしたことも原因の一つ
です。
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■ 文教食堂の水使用量（�）３．水の使用量削減
文教食堂で使用する水の使用量の削減に２００６年度
から新たに取り組み始めました。
２０１０年度は対２００６年度の客数伸長率を乗じ、その
２０％の削減を目指して取り組みました。

厨房から脂分を流さないという取り組みを強化す
る過程の中で、２００９年より食器洗浄を「貯め洗浄」
にしました。
水の使用量が増加していることを調査し、洗米機
の故障を発見しました。また、利用客数が１０月よ
り大幅に伸長したことが増加の最大要因と考えて
います。

４．生ゴミ廃棄の削減
文教食堂は生ごみ廃棄量が年間１００トン未満であ
り、食品リサイクル法の適用は受けませんが、自
主的に生ゴミ削減の取り組みを開始しました。

２０１０年度は対２００６年度の客数伸長率を乗じ、その
４％の削減を目指して取り組みました。夕方の利
用客数が伸長したことも廃棄を抑える要因になり
ました。

５．弁当容器のリサイクル
生協オリジナル弁当の容器を回収し、別用途での
再利用を図ることにより、ゴミの量を軽減するこ
とを目的に取り組んでいます。

２００４年度は回収方法・再利用方法を調査・検討す
る段階を目標としてスタートし、２００５年１月より、
丼類の弁当容器の回収を開始しました。
０５年３月～０６年２月の回収状況は累計で回収率
２８％でした。
２００９年度は６０％近い回収率となっています。
２０１０年度は５１．９３％と大きく後退しました。組合
員への掲示など前年よりも不十分だったこと、臨
時販売所での回収率が低い為臨時販売所での啓蒙
を強化する必要があります。
研究室向けにポイント加算など工夫が必要だと考
えています。

■ 生ゴミ廃棄量（�）

■ 容器リサイクル
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2007年度合計　18,880kg�
2008年度合計　15,990kg

2009年度合計　15,835kg�
2010年度合計　16,583kg

■ 段ボール廃棄量（�）６．その他
環境プログラムとして設定していませんが、ダン
ボール回収・再利用（全体）コピー用紙利用削減
（文教食堂）も引き続きデータを取りながら活動
しています。
その他、カップ自販機紙カップのデポジットによ
る回収やペットボトル回収の取り組みをおこなっ
ています。
利用客数の増加に伴い、仕入が増えていますので、
段ボールの廃棄量が１１月より伸長しています。
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《ISO１４００１認証取得》

長崎大学生活協同組合は、２００４年１月２８日に ISO１４００１認証取得をいたしました。
それ以来、ISO１４００１マネジメントシステムに基づき、日常的な活動における取り組みを継続的に、改善を
行いながら進めてきました。
長崎大学生協は、組合員とともに環境保全活動を推進し、環境配慮に貢献できる学生を育成することで「長
崎大学環境配慮の方針」の実現に貢献し、社会的に価値ある存在になりたいと願っています。
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記載事項等の手引き
環境報告ガイドライン（２００７年版）

による項目
長崎大学環境報告書２０１０

目次

［１］事業活動に係る環境
配慮の方針等

（告示第２の１）

［１］基本的項目
BI‐１経営責任者の緒言
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐１事業活動における環境配慮の方針）

学長緒言

長崎大学環境配慮の方針

［２］主要な事業内容、対
象とする事業年度等

（告示第２の２）

［１］基本的項目
BI‐２報告にあたっての基本的要件
BI‐３事業の概況（経営指標を含む）

はじめに
１ 活動概況

［３］事業活動に係る環境
配慮の計画

（告示第２の３）

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
（BI‐４‐２事業活動における環境配慮の取組に関する
目標、計画及び実績等の総括）

２ 環境配慮の方針と実績の要約

［４］事業活動に係る環境
配慮の取組の体制等

（告示第２の４）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐２環境マネジメントシステムの状況）

３ 環境マネジメントシステム
・組織体制
・環境配慮の取組の経緯

［５］事業活動に係る環境
配慮の取組の状況等

（告示第２の５）

［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた
取組の状況

OP‐１総エネルギー投入量及びその低減対策
OP‐２総物質投入量及びその低減対策
OP‐３水資源投入量及びその低減対策
OP‐４事業エリア内で循環的利用を行っている物質量

等
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量
OP‐６温室効果ガスの排出量及びその低減対策
OP‐７大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減

対策
OP‐８化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
OP‐９廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその

低減対策
OP‐１０総排水量等及びその低減対策
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐６グリーン購入・調達の状況
MP‐８環境に配慮した輸送に関する状況

５ 環境負荷及びその低減に向け
た取組の状況

・環境影響の全体像
・環境負荷の状況
・環境負荷の低減に向けた取組
の状況

［６］製品・サービス等に
係る環境配慮の情報

（告示第２の６）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１２環境負荷低減に資する製品・サービスの状況
［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた

取組の状況
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量

４ 環境の保全に関する教育研究
活動
�環境配慮の方針と実績の要約
の中の環境教育活動、環境研究
活動、国際連携活動、産学官連
携活動、地域連携活動のうち特
色のあるものを抜粋して記載。

［７］その他
（告示第２の７）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐２環境に関する規制の遵守状況
MP‐１０環境コミュニケーションの状況

６ 学生の自主活動
７ 長崎大学生活協同組合との連

携

事業者の創意工夫により充
実が望まれる項目

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
BI‐５事業活動のマテリアルバランス
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐３環境会計情報
MP‐４環境に配慮した投融資の状況
MP‐５サプライチェーンマネジメント等の状況
MP‐７環境に配慮した新技術、DfE 等の研究開発の状

況
MP‐９生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用

の状況
MP‐１１環境に関する社会貢献活動の状況
［４］環境配慮と経営との関連状況
［５］社会的取組の状況
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